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第４章 契約外形に着目した農福連携の分類方法と

適用法規等に係る特徴及び実践事例について 
   

直江 秀一郎   
 

１．はじめに 
 

 近年，農福連携が注目を集めるにつれて，新たに農福連携の取組を始めようとする方が

増えている。農福連携の実務は，福祉や農業に関する法律・規則等のルールにのっとって

行われており，適用されるルールやそこから導かれる特徴は，取組の契約外形によって異

なる。そのため，新たに農福連携の取組を始めるには，どのような契約外形のパターンの

取組を選択するかを決定することが必要である。 

そこで，第４章では，農福連携の取組の分類方法を紹介・分析した上で，契約外形に着

目して分類した際，ぞれぞれのパターンにおける特徴及び実践事例を紹介する。 

 

２．農福連携の取組の分類方法 
 
 これまで，複数の研究者等が，農福連携という言葉が普及していなかった時代から，農

業分野における障害者の雇用・就労の取組について，様々な観点からアプローチした分類

を試みてきた。そこで，まずは，これまで発表されてきた分類方法を整理した上で，ぞれ

ぞれの特徴を紹介・分析する。なお，分類者の役職は当時のものであり，それぞれの分類

におけるパターンについては，筆者が現行法に照らして正確な表現に修正している場合が

ある。 

 

（１）農業分野を障害者の作業領域又は福祉施設の経営領域として捉えるアプローチ 

 農業分野を障害者の作業領域又は福祉施設の経営領域として捉えるなど，福祉的観点か

らアプローチした分類方法としては，次の二つを把握している。 

 

  １）旧・日本障害者雇用促進協会による分類（1997） 

1990 年代には，旧・日本障害者雇用促進協会が，農業分野における障害者の雇用・就労

を調査していたことが確認されている。旧・日本障害者雇用促進協会は，解散後に独立行

政法人となり，現在は，独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（略称：JEED）と

してその役割が引き継がれている。 
同協会は，1997 年（平成９年）の報告書において，①福祉施設における社会復帰訓練機

能として農作業が位置付けられている場合，②通所施設において農業生産やその加工・販

売などを行っている場合，③福祉施設が農業生産や加工・販売を事業化・法人化している

－107－



 

- 108 - 
 

場合，④一般の農業経営体や農業団体等が障害者を雇用している場合，という 4 分類を示

している。 
当時は，「農業と障害者との関係で言えば，これまでは福祉からのアプローチが主流であ

った」ことが指摘されており，この研究も「とくに知的障害者の職域の拡大を図ることを

目的として」実施されたものとされている。そのため，分類①②③は，いずれも福祉施設

における取組となっていることに加え，分類②は，障害者が農作業に携わるレベルにとど

まるのに対し，分類③は，農業生産活動によって安定的な収益を得るレベルになっている

など，ステップアップの視点が現れている。そして，「今日では，一般には，分類①を基本

的な形態としながら，それが分類②に展開している場合がほとんど」と指摘した上で，「今

後は，（中略）分類④の形態を推進していくことが求められる」としている。 
この分類方法は，外形的に見て同じ取組であっても，取組の趣旨や規模によって，障害

者の職域拡大に影響が生じ得ることを示したという意味で，有意義と考えられる。しかし，

近年の障害者福祉は，就労系障害福祉サービス事業所における工賃獲得や一般就労への移

行を目的として行われており，かつての精神障害者社会適応訓練事業等の実施は減少して

いる。また，現実には，分類①の取組が分類④の現場で行われるなど，分類②の取組をし

ながらも，生産活動収益が少額にとどまっており，実質的には分類①の目的を持つ取組も

あろう。さらに，分類③の「事業化されている」レベルが不明瞭とも言える。したがって，

この分類方法は，単なる契約外形によって客観化できない目的・程度といった視点が含ま

れており，現在では普及していない分類方法と言えよう。 

 

２）眞保智子氏による分類（2018） 

 法政大学現代福祉学部の眞保智子教授は，日本農業新聞への寄稿（2018）において，①

組織が営農し，主に農業生産を柱に事業を行っている「営農Ⅰ型（生産）」，②組織が営農

し，農業生産とともに生産物を加工して出荷する食品加工を併設して事業を行っている

「営農Ⅱ型（生産＋加工）」，③組織が営農し，農業生産と生産物の食品加工を行い，生鮮

品と加工した製品を小売りし，さらに広く市場に出荷する事業を行っている「営農Ⅲ型（生

産＋加工＋小売り）」，④組織自らは営農を行わず，農家や農業法人などから農業に関わる

仕事を請け負い，組織の持つ事業場や農家や農業法人などの事業場で仕事を行う「農業生

産請負型」，⑤治療や福祉の日中活動支援の目的から農畜産作業を行う「治療・日中活動支

援型」，という５分類を示している。 
 この分類方法は，「障害者らが農業に関わる仕事をする組織の事業内容」という福祉側に

視点を固定している点が特徴的である。これは，旧・日本障害者雇用促進協会による分類

方法が，福祉側の事業レベルに着目したことと類似する。一方で，眞保は，障害者への合

理的配慮の提供といった研究を行ってきており，この分類方法についても，2005 年（平成

17 年）から行ってきたフィールドワークを元に，障害者が仕事能力を身に付ける際にどの

ような訓練がなされるべきかという文脈の前提として示されている。そのため，生産・加

工・小売りといった流通過程に応じてレベル分けしており，より客観化されている点が特
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徴的である。例えば，生産過程であれば，屋外における肉体作業が中心となるが，小売り

では屋内における接客や計算等が中心となるため，障害者に求められる能力も異なること

になろう。 
 

（２）取組主体及び労働力を確保するための契約主体に着目したアプローチ 

 取組主体及び労働力を確保するための契約主体（＝障害者の雇用・就労の形態）の２点

に着目してアプローチした分類方法としては，次の五つを把握している。 
１）牛野正氏らによる分類（2007） 

京都大学大学院農学研究科の牛野正助教授ら（2007）は，①農業の経営主体，②農業者

における取組の位置付け，③雇用の形態の３要素に着目し，①②③の順にフローチャート

たどる分類手法を公表した。具体的には，①農業の経営主体が作業所（現：就労系障害福

祉サービス事業所）である場合には，「障害者施設が施設内で農業を行っている類型【Ⅳ】」

とする一方，農業の経営主体が農業者である場合には，②に進む。②次に，農業者が道義

的な意義で取り組む場合には，「農業者が障害者福祉への貢献という努力義務的な意味合

いから障害者を受け入れる類型【Ⅲ】」とする一方，農業者が障害者を労働力として期待し

ている場合には，③に進む。③最後に，労働力を確保するための契約主体に着目し，農業

者と障害者の間に雇用契約がある場合は，「障害者が農業者の従業員として就業している

類型【Ⅰ】」とし，農業者と就労系障害福祉サービス事業所の設置・運営法人の間に請負契

約がある場合は，「障害者施設が障害者を引率してきて作業する類型【Ⅱ】」とした。 
この分類方法は，農業生産活動の主体 及び 労働力を確保するための契約主体に着目し

ており，取組の際の留意点をわかりやすく示し得るものと考えられる。一方で，取組の意

義にも着目した類型【Ⅲ】を混在させていることが特徴的である。牛野らは，類型【Ⅲ】

の事例として，農業者が，将来的に自家農園の設置を目指している共同作業所に農作業を

請け負ってもらいつつ，農作業技術の指導を行う取組を挙げている。この農業者は，共同

作業所が試験的栽培を行えるよう，その設置・運営法人に農地も貸借していたと言う。し

かし，福祉側にどの程度の貢献をしていれば「道義的」と言えるかが不明瞭であることに

加え，調査時の農業者の伝え方によって「道義的」かが左右され得るとも考えられよう。 
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第４－１図 牛野正氏らによる分類方法 

注．牛野正・中野裕子・林賢一（2007）「農業における知的障害者雇用に関する一考察」農村計画学会誌第 25 巻 4 号：

556．より引用。 
 

２）安中誠司氏らによる分類（2009） 

 旧・農村工学研究所（現・国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農村工学

研究所）では，2005 年（平成 17 年）に農林水産省から調査研究事業を受託したことを契

機に，この分野に関する調査研究が進められた。同研究所の安中誠司ら（2009）は，障害

者の働き方が一般就労（＝雇用）と福祉的就労のいずれか，既存の農業法人等での受入れ・

農業への新規参入のいずれか，という二つの主要軸を設定し，４分類する手法を公表した。

具体的には，①既存の農業法人等で雇用の受入れを行う領域，②既存の農業法人等で福祉

的就労の受入れを行う領域，③雇用で参入する領域，④福祉的就労で参入する領域とした。

そして，ぞれぞれの典型例として，分類①については，既存の農業者が障害者を雇用する

ケース，分類②については，既存の農業者と障害福祉サービス事業所が農作業に関する請

負契約を締結したり，障害者に農作業訓練の場を提供したりするケース，分類③について

は，既に障害者を雇用している法人が農業分野に参入するケース，分類④については，障

害福祉サービス事業所の設置・運営法人が自ら農業生産活動を行うケースを挙げている。 
この分類方法を公表した背景として，安中らは，「従来，（障害者）雇用の概念の曖昧さ

が類型化の際に混乱を招いて」おり，「就労の形態によって，支援方策の対象となる問題が

異なってくる」ことを指摘している。そのため，福祉的就労を表中の同じ側（下側）に位

置付けている。このことは，前々年の牛野らによる分類方法が，同じ福祉的就労であって

も，施設内就労と施設外就労を異なるルートで導いていることと比較すれば，理解しやす

くなったものと考えられる。また，安中らは，「障害者雇用のために設立された会社の農業

参入等の新しい取組を反映」する必要があるとも指摘した。そのため，この分類は，特例

子会社による農業参入等，この頃から盛んになってきた取組もカバーできる点が特徴的で

ある。 
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第４－２図 安中誠司氏らによる分類方法 

注．安中誠司・山下仁・片山千栄・石田憲治（2009）「農業分野での障害者就労の類型化による支援課題の抽出とその 
解決方策」農村工学研究所『農村工学研究所技報』第 210 号：53．より引用。 

 

３）河村恵子氏らによる分類（2011） 

JEED の研究所に相当する障害者職業総合センターの河村恵子ら（2011）は，同センタ

ー事業主支援部門が先行して取りまとめた結果を前提として，四つに分類する手法を公表

している。具体的には，①農業者や就労継続支援 A 型事業所といった「農業事業所」によ

る障害者雇用，②既存の企業による農業部門の立ち上げによる障害者雇用，③農業分野で

の起業による障害者雇用，④社会福祉法人の農業法人格の取得による障害者雇用の４分類

であるとした。 
当時，障害者職業センターと農村工学研究所は，相互に協力を保ちつつ研究を実施して

いた背景から，安中らによる新規参入の有無という発想が生かされたものと考えられる。

また，この分類方法では，就労継続支援 B 型事業所における取組は調査されておらず，障

害者が雇用契約に基づいて働くことを前提とされていると思われる。さらに，サービス利

用者が雇用契約に基づいて就労する就労継続支援 A 型事業所における取組について，農業

者による直接雇用と同様の類型①としており，一般就労と福祉的就労を峻別するものでな

い。その結果，この調査では，類型①が半数以上を占める結果となっている。このように

分類した理由は，一般農家だけにとどめると，「調査対象事業所の規模などの面から，実態

を上手く反映しきれていない感が否めないため」とされており，就労継続支援 A 型事業所

の中には，農業者と遜色ない本格的な農業生産活動を行っている所があることを示唆した

点が，特筆に値する。一方で，類型④の具体的事例は調査されておらず，福祉系法人が農

業法人格を取得する事例への理解は，まだ一般化されていなかったと思われるところ，後

述する小柴らによる分類方法がこの部分をカバーする結果となった。 
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４）濱田健司氏による分類（2018） 

 一般社団法人 JA 共済総合研究所の濱田健司主席研究員（当時は主任研究員）（2018）
は，①農業者や企業等が障害者を雇用して農業を行う「雇用型」，②就労系障害福祉サービ

ス事業所において，障害者の一般就労を目指すものとして農業生産を行う「事業所型」，③

農業者や企業等が障害福祉サービス事業所に農作業を請け負ってもらったり，障害福祉サ

ービス事業所が農業者や企業等に農作業を請け負ってもらったりする「受委託型」（請負

型）に３分類する方法を公表した。 
 この分類方法は，特例子会社を農業者と同じパターンにおいて扱うなど，主体の性質と

契約外形を混同しない特徴がある。また，福祉側が農業側に農作業を請け負ってもらう場

合があることを示した点も，注目に値する。 
 

 

第４－３図 濱田健司氏による分類方法 

注．濱田健司（2018）「福祉農業の現状，課題，展望～農福連携による新たな農業のカタチ＝「農生業」へ～」農林水  

産省農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター『農業および園芸』第 939 巻：796．より引用。 

 

５）香月敏孝氏による分類（2020） 

 愛媛大学社会共創学部の香月敏孝特命教授（2020）は，農福連携の取組は「主に障害者

の農業分野における就労拡大をめざした活動を中心に議論されている」として，障害者の

雇用・就労の形態による分類方法を公表している。 
 具体的には，一般就労としては，①農業者が障害者を雇用するパターン，②一般企業が

子会社（特例子会社等）を設立して農業分野で障害者を雇用するパターンの二つを示して

いる。また，福祉的就労としては，③農業者から依頼された農作業を障害福祉サービス事

業所の設置・運営法人が請け負うパターン，④障害福祉サービス事業所が農業を実施する

パターン，⑤農業者が障害福祉サービス事業所を設立するパターンの三つを示している。 
 この分類方法は，農業者・障害福祉サービス事業所・障害者といった，取組当事者間に

ある契約関係に着目した上で，その外形に従って分類するものであり，簡潔明瞭なものと

言える。 
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（３）農業生産活動に係る契約形態に着目したアプローチ 

  濱田健司氏による分類（2010） 

先述の濱田は，2010 年（平成 22 年）当時は，障害者の所属に加え，農業生産活動に係

る契約形態にも着目した分類方法を公表していた(1)。障害者の所属は，個人と組織に分か

れるとする。個人とは，個人農家であることが多く，組織とは，農業法人・福祉組織等（社

会福祉法人や NPO 法人といった法人，作業所などの任意団体(2)）・企業（子会社，特例子

会社，支店等）・共同組合等（JA・生協・ワーカーズコープ等）が考えられるとする。ま

た，農業生産活動に係る契約形態は，①直接生産，②派遣生産，③請負生産の三つに分か

れるとする。①直接生産とは，農業者・福祉組織等・企業が障害者を雇用して生産する形

態とする。②派遣生産とは，農業者が，福祉組織等や企業と労働者派遣契約を締結した上

で，障害者を派遣してもらい，農業者が指揮命令を行いながら，障害者が生産活動に従事

する形態とする。③請負生産とは，農業者が，福祉組織等や企業と農作業の請負契約を締

結した上で，障害者を送り込んでもらい，障害者に付き添う依頼先のスタッフ等が指揮命

令を行いながら，障害者が生産活動に従事する形態とする。 
 

  
第４－４図 濱田健司氏による分類方法 

注．濱田健司（2010）「農業生産分野における障がい者雇用モデルに関する研究」，JA 共済総合研究所『共済総合研  

究』第 60 号：136．より引用。 

 

この分類方法は，当事者がどのような契約関係に縛られ，誰と誰の間にどのような債権

債務が発生するかに着目するものである。そのため，農福連携の実務を踏まえた上で，法

律上の留意点を意識させる形で分類した点が，画期的と言える。一方で，この分類方法は，

農業労働力を確保する手法を民法との関係で整理するものであり，障害者雇用や障害福祉

サービスの実務を踏まえた福祉関係の法規との関係での整理を深める必要があったとも

考えられる。 
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（４）進出サイドに着目したアプローチ 

 農福連携に参入したのは農業サイド・福祉サイドいずれかというように，進出サイドの

観点からアプローチした分類方法としては，次の三つを把握している。 

１）農村工学研究所による分類 

農村工学研究所は，農業分野における障害者就労マニュアル（2009）において，①農業

法人等での雇用，②特例子会社の農業分野での雇用，③福祉施設の農業分野への参入の三

つに分類した。 
 

 

第４－５図 農村工学研究所による分類方法 

注．独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構農村工学研究所（2009）「農業分野における障害者就労マニ

ュアル」13 頁 図Ⅱ－１より引用。 

 
この分類方法は，新たに農福連携に取り組もうとする方に対し，取組に至るまでの手順

を示す前提として示されたものである。そのため，障害者を募集・採用するといった取組

に至るまでのステップの要否に着目した上で，分類①は農業側からの進出，分類③は福祉

側からの進出，分類②はそれ以外からの進出としたものである。マニュアルでは，福祉側

から参入する際に，農業生産活動を行うまでのステップに対する支援に関する記載が省略

気味であるものの，分類そのものは極めてシンプルであり，一般向けにわかりやすいとい
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う特徴があろう。 
 

２）小柴有理江氏らによる分類（2016） 

農林水産政策研究所の小柴有理江主任研究官ら（2016）は，上述した農村工学研究所に

よる分類を踏まえた上で，「進出する主体の違い，および進出を本格化させる際の組織形態

の違いに着目」した分類方法を公表した。具体的には，福祉分野から進出するパターンに

ついては，①別主体と設立するものとして，社会福祉法人から農業部門を分社化して農業

法人を設立する取組，②同一組織として進出するものとして，社会福祉法人自体が農業生

産活動を行う取組を紹介した。また，農業分野から進出するパターンについては，③別主

体を設立するものとして，農業法人が障害者の所属となる NPO 法人を設立する取組，④

同一組織として進出するものとして，農業法人自体が障害者を雇用する取組を紹介した。 
 

 
第４－６図 小柴有理江氏らによる分類方法 

注．小柴有理江・吉田行郷・香月敏孝（2016）「農業と福祉の連携の形成過程に関する研究―農業分野における障害者

就労を事例として―」農林水産政策研究所『農林水産政策研究』第 25 号：3．より引用。 

 
小柴らは，「福祉分野，農業分野のいずれからの進出でも，別途法人を設立して取り組む

場合と，母体となる組織としてそのまま取り組む場合とがある」ことを指摘し，前者につ

いても「農業分野における障害者就労を確立する上での重要な手法の１つ」と評価した。

別法人を併設する取組は，総体として見れば一つのグループにおける取組であるものの，

法律上は別の人格を新たに創出することで，農業経営上・福祉経営上のメリットを受ける

ものである。この分類方法は，このような取組の存在を初めて明確に位置付けた点で，画

期的と言える。 

 

  ３）吉田行郷氏による分類（2020） 

農林水産政策研究所の吉田行郷次長は，専門人材を育成する農福連等技術支援者育成研

修のテキスト（2020）において，五つに分類する方法を公表している。具体的には，①福

祉側から参入する取組として，社会福祉法人等が自ら農業を行ったり，農業法人を別途立

ち上げ併設する取組，②農業側から参入する取組として，農業者が障害者を雇用したり，

事業所を別途立ち上げ併設する取組，③両方がタッグを組む取組として，障害者が農業者

の所で農作業の手伝いをする取組を示している。また，それ以外の取組として，④企業が

子会社を設立して農業分野で障害者雇用の場を確保する取組，⑤病院や NPO 法人等にお
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いて，障害者が農作業に取り組むことで，身体や精神の状態を良くしていこうとする取組

（園芸療法）を示している。 
この分類方法は，農村工学研究所による分類と同様に，福祉側・農業側・それ以外のい

ずれから進出したかという観点に基づくものである。また，旧・日本障害者雇用促進協会

や眞保が指摘したリハビリ等を目的とする取組に加え，小柴が指摘した別法人を併設する

取組も明示している。そのため，この分類方法は，主体・契約・目的のいずれか１点のみ

に着目することなく，農福連携の定義が明確化されていない中で，研修受講者に幅広い取

組を余すことなくわかりやすく整理した意義があると考えられる。なお，この分類方法は，

現在における最新のものとなっている。 

 

（５）分類が難しいことへの理解 

 ただし，小柴ら（2016）は，農業・福祉の両分野に関わりのない分野から進出する取組

もあることを認識した上で，比較的取組の蓄積がある両分野からの進出事例について分析

を行ったとしている。また，吉田（2020）は，今後，新しいパターンが出てくる可能性が

あり，五つの取組パターンはあくまで過渡期である現時点の整理であること，香月（2020）
は，農業と福祉の連携については様々な形態があり得ることについて，それぞれ留保を示

している。分類方法は，障害者の職域拡大を目的としたものか，法律的・実務的な留意事

項を整理することを目的としたものか，幅広い取組を一般に示すことを目的としたものか

といったように，研究目的によって異なるであろう。そのため，農福連携の分類方法を固

定化するのは，極めて困難であると考える。 
そこで，本稿では，新たに農福連携を始めようとする方にとっては，取組を枠付けるル

ールについて知ることが最も大切という観点から，契約実務との関わりが薄い園芸療法の

取組を省いた上で，取組の契約外形に着目し，適用される法規に即して次のとおり５分類

する方法を示したい。ここでは，農業側，福祉側のそれぞれから参入しようとする方にと

って，開始しやすいと考えられる順番に並べている。 

 

３．契約外形に着目した５分類方法 
  

まず，【パターン１：農業側・福祉側いずれからでも参入】障害者総合支援法の枠組みに

おいて実践される取組は，就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する法人と農業者

が，農作業に関する請負契約を締結した上で，当該事業所の利用者と職業指導員がユニッ

トを組んで農業者の所に施設外就労したり，作業を施設内に持ち込んで施設内就労したり

するパターンである。このパターンは，請負契約に基づく取組である以上，派遣・請負・

出向等に係る法規が適用される。そのため，これを「連携型」として分類する。 
次に，【パターン２：農業側から参入】障害者雇用促進法の枠組みにおいて実践される取

組は，障害者と農業者が直接に雇用契約を締結するパターンである。このパターンは，雇

用契約に基づく取組である以上，労働関係法規が適用される。そのため，これを「直接雇

－116－
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用型」として分類する。 

そして，【パターン３：農業側から参入】農業者が，自ら就労系障害福祉サービス事業所

を設置するためにその運営法人を併設するパターンについては，パターン１と同様に，外

形上は，障害者総合支援法の枠組みにおいて，施設外就労又は施設内就労が行われるもの

である。しかし，新たに法人を併設して事業所を運営することから，福祉関係法規や非営

利法人の関係法規が適用される。そのため，これを「グループ内連携型（うち農業側から

参入）」として分類する。

さらに，【パターン４：福祉側から参入】就労系・介護系の障害福祉サービス事業所を設

置・運営する法人が，事業所における就労活動メニュー・日中活動メニューとして単独で

農業生産活動を行うパターンについては，障害者総合支援法の枠組みにおいて施設内就労

が行われるものである。しかし，福祉系の法人として新たに農地の権利を取得したり，農

業関係の補助を受けたりするために，農地法を始めとする農業関係法規が適用されるかが

問題になる。そのため，これを「福祉完結型」として分類する。

加えて，【パターン５：福祉側から参入】就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営す

る法人が，農業法人を併設するパターンについては，パターン１と同様に，外形上は，障

害者総合支援法の枠組みにおいて，施設外就労又は施設内就労が行われるものである。し

かし，新たに農業法人を併設することから，各種の農業関係法規が適用される。そのため，

これを「グループ内連携型（うち福祉側から参入）」として分類する。

以下では，このような５分類を元に，それぞれのパターンにおける特徴を指摘する。そ

の際には，2016 年度（平成 28 年度）から 2020 年度（令和２年度）にかけて，訪問調査

を受け入れていただいた北海道及び関東圏における実践事例を取り上げることで，それぞ

れの事例において特徴がどのように現れているかを紹介する。

【パターン１：連携型】 

【パターン２：直接雇用型】 【パターン４：福祉完結型】 

第４－７図 ５分類方法の模式図
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第４－７図（続き） ５分類方法の模式図

注（1）筆者が作成。 
（2）当事者間に生じる債権債務は，主要なもののみを記載。

第４－１表 契約外形に着目した５分類方法，実践事例，主なポイント

注．筆者が作成。 

（１）連携型

１）概要

連携型の農福連携とは，就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する法人と農業者

が，農作業に関する請負契約を締結した上で，当該事業所の利用者と職業指導員がユニッ

トを組んで農業者の所に施設外就労したり，作業を施設内に持ち込んで施設内就労したり

するパターンである。

現在，農業者が雇用によらずに外部の労働力を活用する方法としては，酪農ヘルパーや

コントラクターなど外部組織に農作業を委託したり請け負ってもらったりする方法，公的

機関や任意団体から無償の援農ボランティアに来てもらう方法，請負又は派遣形態で高齢

者が作業に従事するシルバー人材派遣など公的機関や民間事業者から人材を派遣しても

【パターン３：グループ内連携型（うち農業側から参入）】 【パターン５：グループ連携型（うち福祉側から参入）】
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農業者
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パターン名称 内容 実践事例 主なポイント

1
連携型
【農】&【福】

就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営す
る法人と農業者が、農作業に関する請負契約を
締結した上で、当該事業所の利用者と職業指導
員がユニットを組んで農業者の所に施設外就労
したり、作業を施設内に持ち込んで施設内就労す
る。

【農】合同会社竹内農園（北海道北広島市）　＆
【福】社会福祉法人北ひろしま福祉会
　　　（北海道北広島市）他
＊調査年月：2017年（平成29年）11月

請負契約に関すること

2
直接雇用型
【農】

障害者と農業者が直接に雇用契約を締結する。
【農】京丸園株式会社（静岡県浜松市）
＊調査年月：2019年（令和元年）7月

雇用契約に関すること

3
グループ内連携型
（うち農業側から）
【農】→【＋福】

農業者が、就労系障害福祉サービス事業所及び
その設置・運営法人を併設する。

【農】楠順一（北海道月形町）　→
【＋福】ＮＰＯ法人サトニクラス（北海道月形町）
＊調査年月：2017年（平成29年）6月

【農】有限会社坂爪果樹園（北海道壮瞥町）　→
【＋福】ＮＰＯ法人さらら壮瞥（北海道壮瞥町）
＊調査年月：2016年（平成28年）11月

就労系障害福祉サービ
スを設置・運営する法人
の設立やサービス提供
に関すること

4
福祉完結型
【福】

就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営す
る法人が、事業所における就労活動メニューとし
て単独で農業生産活動に取り組む。

【福】医療法人直志会（茨城県大子町）
＊調査年月：2019年（令和元年）7月

【福】一般社団法人Ａｇｒｉｃｏｌａ（北海道当別町）
＊調査年月：2017年（平成29年）6月

【福】株式会社グッドホーム（東京都八王子市）
＊調査年月：2020年（令和2年）8月

農地の権利取得や認定
農業者等に関すること

5
グループ内連携型
（うち福祉側から）
【福】→【＋農】

就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営す
る法人が、農業法人を併設する。

【福】ＮＰＯ法人多摩草むらの会（東京都多摩市）　→
【＋農】株式会社グリーンガーラ（東京都八王子市）
＊調査年月：2020年（令和2年）8月

農業法人の設立に関す
ること
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らう方法等が考えられる。一方で，障害者が外部の農作業に協力する取組は，かつてから

存在していたようである。例えば，青森県内の取組について紹介した安藤（1985）は，明

治期の我が国は農業生産を中心とした社会であり，労働可能な障害者は補助的な農業労働

に就労していたこと，視覚障害者であっても藁細工・臼挽きといった農家手伝いに従事し

ていた報告があることを指摘している。 
農業者にとっての連携先は，就労移行支援事業所・就労継続支援 A 型事業所・就労継続

支援 B 型事業所といった就労系障害福祉サービス事業所である場合が多い。ただし，施設

外就労とは言わないものの，生活介護事業所といった介護系サービス事業所のうち日中活

動の一環として農作業を行っている事業所から障害者を受け入れる場合もある。また，施

設外就労において締結する契約は，農作業に関する請負契約である。しかし，実際には，

契約書の名称が「農作業受委託契約」となっているなど，仕事の完成を目的とせず，法律

行為でない作業自体を依頼するような場合や，そもそも契約書がない場合も確認されてお

り，これらを広く含むパターンである。 
 

 
第４－８図 連携型の模式図 

注（1）筆者が作成。 
 （2）当事者間に生じる債権債務は，主要なもののみを記載。 

 
連携型の農福連携は，農業者に外部が労働力を提供してくれる。そのため，自ら労働力

を確保する必要がある直接雇用型やグループ内連携型（うち農業側から参入）に比べると，

比較的容易であり，農林水産省が 2019 年度（令和元年度）に実施した調査では，農業者

が携わる取組の約７割が連携型となっている。また，請負契約は，必ずしも農：福＝１：

１と限らず，一つの就労系障害福祉サービス事業所から複数の農業者の所に通うケースも
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確認されている。 
 

２）特徴 

（ア）契約相手の開拓 

連携型においては，請負契約の相手方を開拓する必要がある。例えば，農業者が就労系

障害福祉サービス事業所を開拓する場合，①個人的事情に由来するアプローチとしては，

たまたま福祉関係者と知り合いであった，農業者自身が社会福祉法人の理事を引き受けて

いた，既に障害者を受け入れている農業者にお願いして自分の農園にも来てもらうよう紹

介してもらった，事業所が実施している農業以外の就労活動の顧客になっていた等が確認

されている。一方で，②公的制度を活用するアプローチとしては，企業等が発注したい物

品や役務の内容を受注が可能な障害福祉サービス事業所にあっせん・仲介する「共同受注

窓口」や WEB サイト「ナイスハートネット」を利用する方法，自治体の保健福祉部局に

紹介してもらう方法のほか，自治体の WEB サイトや独立行政法人福祉医療機構の WEB
サイト「WAM NET」を閲覧した上で，相対の関係でアプローチする方法などがある。 

 

（イ）契約内容の調整 

連携型においては，契約内容の調整が必要である。調整内容は，作業内容，作業時期，

作業時間，請負報酬単価・その設定手法・報酬に含める費用の範囲，報酬の支払い方法，

保険加入者等，多岐に渡る。契約内容の調整ができれば，農業者は，求める時期に求める

労働力を確保できる。就労系障害福祉サービス事業所は，農業用機械・器具に投資せずに

農作業経験を積めることに加え，自社生産でないため農産物の在庫管理や販路開拓が不要

というメリットを享受できる。その反面，作業自体がなくなったり，契約内容の折り合い

が付かなったりする等により，契約が毎年度更新されるとは限らず，契約相手が年度によ

って組み変わるケースも多数確認されている。一つの契約の継続年数を直接的に示した結

果ではないものの，一般社団法人日本基金の 2018 年度（平成 30 年度）の調査によると，

作業を請け負ってもらっている年数が３年以上である農業者は約 48％にとどまっている

ことは，参考になろう。 
請負報酬については，厚生労働省の通知が「完成された作業の内容に応じて算定される

ものであること」としており，どの人がどのような作業に従事しても同じ報酬にするのは

望ましくない。そのため，今後，作業内容や作業環境等によって，どのような単価を設定

すればよいか，詳細な分析が求められている(3)。 
作業内容については，農業者と就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する法人が

締結する請負契約において決定するものである。そのため，農繁期のみスポット的な作業

に従事してもらうことや，連携先が得意な作業に注力してもらうことも可能である。ただ

し，事業所が通年で安定的に作業を請け負うことを望んでいる場合や，報酬単価を農業者

の意向より高く設定することを望む場合もあり，契約当時者の希望を合致させる必要があ

る。そのため，農林水産省の 2019 年度（令和元年度）の調査では，連携型は，北海道と
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いった農業地帯のほか，香川県といった中間支援機関によるマッチングが盛んな地域で件

数が多くなっている。 
 
（ウ）指揮命令 

障害者への指揮命令は，就労系障害福祉サービス事業所から一緒に来る職業指導員又は

生活指導員が行う。 
連携型においては，就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する法人と農業者は，

農作業に関する請負契約を締結し，ユニットが独立して仕事を完成するものである。ここ

では，就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する法人と農業者が，障害者の労働者

派遣契約を締結するのではないことから，業務に関係のない日常的な会話を超えて，農業

者が障害者に直接指揮命令を行うと，偽装請負となり，職業安定法に違反しかねない。そ

こで，農業者は，伝えたい命令や改善要望がある場合，職業指導員に伝えるようにする必

要があり，障害者に対する指揮命令は，障害者とユニットを組む職業指導員が行う。この

ことにより，農業者に福祉的な知識が乏しくても構わず，障害者に教える時間を確保する

ために自らの労働時間を減らさずに済むことになる。 
一方で，このような仕組みになっている以上，農業者は，あらかじめ職業指導員に圃場

に来てもらい，作業内容を伝えるとともに，それを実演し，職業指導員にも体験してもら

うことが必要である。 
また，農業者にとって，望まない職業指導員や障害者が来る可能性もあろう。連携型の

場合，職業指導員の得意分野によって，農作業への力の入れ具合に差が出る傾向にあり，

職業指導員の交代によって農作業を継続しない場合があることも指摘されている。そのた

め，あらかじめ業務日報を作っておくなどして，職業指導員同士で，農業者が行って欲し

い農作業の内容を引き継ぐことも重要である。一方，就労系障害福祉サービス事業所は，

1 人の職業指導員が一度により多くの障害者を支援することで，事業所運営の経費を少な

く抑えることができる。そのため，農業者は，障害程度の軽い利用者だけ来てもらおうと

考えず，どの利用者を連れてくるかについては，職業指導員の判断を尊重する必要があろ

う。 

 

（エ）保険 

障害者の保険は，原則として，就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する法人が

加入する。 
農作業は，オフィスワークと比べると，農機具・農業用機械の使用や体を動かす作業を

伴うものであることから，事故や怪我に備える保険が必要である。先述のとおり，施設外

就労においては，ユニットが独立して農作業を行う以上，厚生労働省の通知では，作業の

完成についての財政上及び法律上の全ての責任は事業所を運営する法人が負う旨を明確

にするものとされており，利用者の作業中や休憩中に事故が発生した場合，農業者の故意

又は過失による場合を除き，農業者は責任を負わない。そして，連携先が就労継続支援 A
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型事業所の場合，利用者は雇用契約に基づき賃金を支払われながら就労することから，利

用者には労働基準法９条の労働者性が認められる結果，障害者の労災保険は事業所が加入

することになる。一方で，連携先が就労継続支援 B 型事業所の場合，利用者には事業場へ

の出欠，作業時間，作業量等の自由があり，指揮監督を受けずに就労することから，利用

者には原則として労働者性が認められない。しかし，農林水産省は，一般向けマニュアル

やテキスト等において，就労継続支援 B 型事業所であっても任意保険に加入することを勧

めており，加入者及び掛け金の負担者は事業所となることを示している。 

 

  ３）取組事例 

 連携型の取組事例として，合同会社竹内農園（北海道北広島市）が NPO 法人コラボ・

ネットワーク（同市）及び社会福祉法人北ひろしま福祉会（同市）と連携している取組が

ある。 
（ア）概要 

 合同会社竹内農園は，脱サラした代表者が地元である北海道に戻り，2014 年（平成 26
年）に新規就農して設立した農業法人である。現在，約４ha の農地において，ズッキーニ

やトマト等の野菜 15 種類を露地及びハウス栽培し，卸業者・地元のスーパーマーケット・

直売所等に出荷している。連携型の取組を新規就農と同時に開始しており，現在は，NPO
法人コラボ・ネットワークが設置・運営する就労継続支援 B 型事業所「ワークサポートサ

ンスマイル」や，社会福祉法人北ひろしま福祉会が設置・運営する多機能型事業所「就労

センタージョブ」及び生活介護事業所「北広島デイセンター」から，精神障害者を中心と

した十数名に施設外就労に来てもらっているほか，引きこもりだった男性をアルバイト従

業員として雇用している。 
 

（イ）契約相手の開拓 

農場主は，直ちに就農しようとしたところ，農地を確保できなかったことから，まずは

社会福祉法人の職員になった経緯があり，その縁で知り合った妻は社会福祉士である。連

携先のうち１か所目は，代表者の妻が WEB サイトで見つけた後，直接訪問して契約に至

った。２か所目は，代表者の以前の勤務先の紹介である。３か所目は，かつて農園見学に

来てもらったご縁から，お試し的な作業請負を経て，正式契約につながったものである。

このように，合同会社竹内農園は，公的機関によるマッチングを利用せずに，独力で契約

先とつながっている。 
 

（ウ）契約内容の調整 

合同会社竹内農園は，ハウスの棟数を最低限度にするとともに，農業用機械・器具も手

押し播種機など簡易なものにとどめることで，固定費をできる限り削減している。しかし，

露地栽培の場合，株・面積当たりの売上げはハウス栽培より少ないことに加え，大型機械

を用いないため耕作面積が少なくなる。そのため，より多くの苗を定植することで利益を
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確保するために，苗の運搬や定植に必要な人手を障害者で賄うことにより，経営を成り立

たせる発想を取っている。また，障害者が除草のみを担っても必ずしも売上げが増加する

とは限らず，請負報酬を増やすことが難しくなるため，除草は農業者が耕耘機や除草剤を

用いて短時間で済ませた上で，障害者は収穫・袋詰め・出荷に携わる時間をできるだけ増

やすようにしていると言う。 
これらのことにより，北海道という積雪地方にもかかわらず，露地・ハウスを組み合わ

せて年間約 200 日の出荷を実現し，障害者の作業を可能な限り長く生み出すことで，契約

の合意に至っている。さらに，特定の事業所に関する請負報酬の支払総額は，2019 年度

（令和元年度）は対 2016 年度（平成 28 年度）比で約 10 倍となっており，請負報酬単価

については，インゲンマメを選別できる利用者に係る部分は３年目で約 1.6 倍，スイート

コーンを収穫できる利用者に係る部分は４年目で約 1.6 倍となっているなど，報酬アップ

も達成している。このように，連携型の場合，農業側・福祉側双方にメリットをもたらし

得ることが明らかになっている。 
合同会社竹内農園の取組は，障害者を通年で受け入れる際に有利となる大規模施設等を

持たなくても，家族経営の通常の農業者が，農福連携に取り組むことができることを示す

事例である。特に，合同会社竹内農園では，作業所での袋詰めが障害者のメイン作業の一

つになっているところ，首都圏では農産物を小分けにして販売することと親和性があり，

今後，このような農福連携が，首都圏を始めとして全国展開されることが期待されよう。

なお，2018 年（平成 30 年）には，当時の天皇皇后両陛下が，我が国における農福連携の

初の視察先として訪問したところである。 

 

（エ）指揮命令 

合同会社竹内農園では，夫婦ともに福祉経験者であることから，福祉側への接し方を知

っており，職業指導員による障害者選択の判断を尊重していると言う。また，株間を測る

木材やストッパー付きの播種機等の治具を自作し，障害者が作業しやすくしている。 
 

（オ）保険 

障害者の事故・怪我等について，合同会社竹内農園は，障害福祉サービス事業所に対し，

農作業に関する保険に加入するよう勧めることはしておらず，事業所が保険に加入してい

るかを強いて確かめることもない。しかし，事業所側が作成した請負契約書においては，

「甲（竹内農園）は，乙（事業所を設置・運営する法人）又は乙の従業員についての業務

中の労働災害，病気等については，一切の責任を負わない」旨を明記した上で，例えば，

未然の対応として「業務に必要な制服等（ヘルメットや名札を含む）は，乙が準備し，乙

の従業員に着用させる」，事後の対応として「甲の構内で発生した人身事故及び物損事故に

ついては，乙の被害，加害に関わらず直ちに甲に報告し，適切に責任ある対処をする」旨

を明記している。 
一方で，障害者の行動に起因する竹内農園側の損害については，請負契約書において，
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「乙又は乙の従業員の故意又は過失により，甲に損害を及ぼした時は，その損害について，

甲に対して賠償の責を負うものとする」と一般的記載を行った上で，「賠償については，損

害が商品のときは甲の原価を上限として，甲・乙協議の上決定する。損害が設備等のとき

は修理費用（修理が困難なときは甲の償却済みの簿価）とする」としている。なお，合同

会社竹内農園では，①サニーレタスの苗の数個が定植し忘れてマルチ上に放置されている，

②値札を貼り間違える，③容器に使用済ゴム手袋が投げ入れられる，④パックシーラー時

にトマトを潰してしまう，⑤トイレに貼った注意紙が絆創膏で壁に留められている等，障

害者の行動によるロスやミス等が発生したことがあったと言う。しかし，これらが起こっ

た故に，契約を打ち切ったり賠償請求等をしたりしたわけでない。例えば，①②③につい

ては，多少のロスであれば受け入れる，代表者自身がチェックする，あらかじめ容器を片

付けておくべき事柄だったとのことである。また，④については，収穫量を増やすことで

出荷数を維持すればよく，⑤については，観光農園でないので見栄えを気にしなければ済

むと思ったとのことである。 
 

 

写真４－１ 合同会社竹内農園の取組の様子 

注（1）訪問日は，2017 年 11 月 10 日。 
 （2）下段右の写真は，農林水産省（2019）『農福連携事例集 Ver.1』：8 より引用。それ以外の写真は，農林水産省 

（2019a）「農福連携支援研修」合同会社竹内農園資料『農福連携 実践事例報告』：スライド 13，18，19 より引 
用。 

 

 （２）直接雇用型 

  １）概要 

直接雇用型の農福連携とは，障害者と農業者が直接に雇用契約を締結するパターンであ

る。 
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雇用契約の形態は問わない。例えば，農業者が障害者を通年で雇用する場合のほか，農

繁期のみ期間限定で雇用する場合もある。また，フルタイムで雇用する場合のほか，高齢

者や主婦と同様にパートタイムで雇用する場合もある。さらに，障害者を雇用する主体は，

個人農家や農業法人（合名会社・合資会社・有限会社・株式会社といった会社法人，農事

組合法人）のほか，育苗センター・選果場・集出荷施設・試験圃場等を持つ JA，JA が出

資する農業系法人等も考えられる。 
 障害者雇用促進法は，事業主に対して，常時雇用する従業員のうち一定割合以上の障害

者を雇用することを義務付けている。現在，民間企業の場合は，この割合（障害者法定雇

用率）は 2.2％となっている。そして，計算の結果，１人未満の端数が出る場合には切り捨

てるとされているため，従業員の数が 45.5 人以上の場合は雇用すべき障害者数が少なく

とも１になり，雇用義務が発生する。このことは，農業分野においても同様である。しか

し，雇用義務が課されない規模の農業者が障害者を雇用するケースも多く確認されている。 
なお，農林水産省が実施した 2019 年度（令和元年度）の調査によると，農業者が携わ

る取組のうち，約 19％が直接雇用型となっている。また，一般社団法人日本基金が実施し

た 2018 年度（平成 30 年度）の調査によると，障害者を雇用している農業者の約 61％が

５年以上雇用している。 
 

 
第４－９図 直接雇用型の模式図 

注（1）筆者が作成。 
 （2）当事者間に生じる債権債務は，主要なもののみを記載。 

  

２）特徴 

 （ア）障害者の募集・採用 

農業者は，障害者を募集・採用する必要がある。例えば，ハローワークの障害者専用求

人に求人申込したり，ハローワークが開催する障害者就職面接会に参加したりする方法が

ある。また，自治体・JA・公益法人等の一部が行っている無料職業紹介事業，厚生労働省

の許可を得て実施している民間の有料職業紹介事業者等に相談する方法もある。さらに，

特別支援学校高等部が実施している職場実習を受け入れ，生徒の能力と適性を見極め，卒

業後に本採用する方法もある。加えて，近隣の就労系障害福祉サービス事業所に訪問して，
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利用者から雇用候補者を探す方法もあろう。 
これに対し，連携型の場合，圃場に来る障害者は，就労系障害福祉サービス事業所の職

員の見立てによって選ぶ。そのため，直接雇用型に比べると，初回の募集・採用の労力や，

採用した障害者が職場に適さなかった際に新たな障害者を雇用する手間をかけるリスク

が少ないとも言える。 
 
（イ）労働関係法規 

 障害者に限らないが，事業主が労働者を雇用する場合，労働関係法規を遵守することが

必要である。例えば，労働基準法は，雇用条件のうち一定事項を書面で交付することを義

務付けている。また，最低賃金法に基づき最低賃金以上の給与を支払う必要があり，その

支給遅れは許されない。さらに，労働契約法は，使用者が労働者の生命・身体等の安全を

確保するよう配慮する安全配慮義務を課しており，ここには心身の健康を確保することも

含まれている。加えて，労働基準法は，深夜労働に対する割増賃金や有給休暇の取得を規

定している一方で，農業は季節性があることから，労働基準法の一部や適用除外になって

おり，１日８時間・１週間に 40 時間という労働時間の上限，休日や休憩を与える義務，

時間外労働に対する割増賃金などは適用されない特殊性がある。そして，法人農家が雇用

する場合及び労働者が常時５人以上である個人農家が人を雇用する場合は，労働保険に加

入する必要がある。労働保険は労働者のために加入するものであるが，農業においては事

業主が加入できる特別加入制度もある。 
直接雇用型の場合，農業者自身が事業主としてこれらを理解・実行する必要があるが，

連携型の場合，農業者と障害者の間に契約関係がないことから，これらは原則として就労

系障害福祉サービス事業所が留意することになる。 
なお，障害者を雇用する場合，給与を最低賃金から減額することを認められる場合があ

る。精神又は身体の障害により，著しく労働能力が低い者について，一般の労働者に適用

される最低賃金を必ず払わなければいけないとすると，かえって雇用の機会が失われるお

それがある。そのため，最低賃金法は，使用者からの申請に基づき，都道府県労働局長が

最低賃金から減額した給与を支払うことを許可する「最低賃金の減額特例制度」を規定し

ている。実際には，労働基準監督署の職員が職場を訪問し，障害者の労働能率を客観的に

把握した上で，金額を決定する。減額特例制度はあくまで例外であり，積極的に使うもの

でない。しかし，農福連携に取り組む農業者の中にも，この制度を活用している者がいる。

農業者は，障害者が職務に慣れて能力向上が認められた際には，積極的に給与アップに努

めるケースが確認されている。 

 

（ウ）合理的配慮の提供 

障害者特有の事項として，障害者差別解消法及び障害者雇用促進法に基づき，農業者に

は，過重な負担にならない範囲で合理的配慮を提供する義務がある。これに対し，連携型

の場合，法律上，農業者は合理的配慮を提供する努力義務があるにとどまっており，必須
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となる義務でないという違いがある。 
厚生労働省は，「合理的配慮指針」において採用後の合理的配慮の具体例を示している。

例えば，知的障害であれば図等を活用した業務マニュアルを作成すること，精神障害であ

れば本人の状況を見ながら業務等を調整すること等を示している。また，通勤については，

圃場はオフィスと異なり，交通の便の悪い所に所在するのが一般的である。連携型の場合

は，就労系障害福祉サービス事業所の支援員が自動車で送迎する場合が多いが，直接雇用

型の場合，障害者が徒歩・自転車などで自力通勤できる必要がある。 
障害者を雇用する農業者は，障害者が合理的配慮を求めやすい雰囲気を作ることが必要

であるが，障害者自身も配慮を表出することが求められている。そのため，厚生労働省は，

2019 年度（令和元年度），障害者が自分の特徴やアピールポイント，希望する配慮などを

伝える「就労パスポート」を作ったところである。 
 

（エ）障害者雇用に対する補助 

 農業者は，障害者雇用に特有の補助を受けられる場合がある。例えば，ハローワークや

民間の職業紹介事業所を通じて障害者を雇用した場合，月額最大４万円～８万円を３か月

間支給される「障害者トライアル雇用制度」がある。また，障害者を継続雇用する労働者

として雇い入れた場合，障害種別・障害程度・年齢によるものの，最大３年間で 240 万円

が国から支給される「特定求職者雇用開発助成金制度（うち特定就職困難者コース）」があ

る。さらに，50 歳未満の就農希望者を雇用して研修を行えば，年間最大 120 万円が最長

２年間支給される「農の雇用事業」があるが，障害者の場合は１名当たり 30 万円が加算

されたり，週当たりの年間平均労働時間が 20 時間以上で構わず，健常者の 35 時間以上よ

り少なくて済むこととなったりしている。 
 

（オ）専門人材による支援 

 農業者は，障害者雇用の専門家による支援を受けられる場合がある。例えば，障害者雇

用促進法に基づき設置される地域障害者職業センターには，障害者職業カウンセラーや配

置型ジョブコーチといった職員が在籍しており，障害者を雇用する事業主に対して労働時

間や休憩など雇用管理に関する専門的助言をするほか，障害者本人に対しても作業ペース

など仕事をするに当たっての専門的助言を行うことができる。また，同じく障害者雇用促

進法に基づき設置される障害者職業・生活支援センター（通称：なかぽつセンター，しゅ

うぽつセンター）には，就業支援ワーカーや生活支援ワーカーなどと呼ばれる職員がおり，

例えば，職場での出退勤時刻の順守といった就業面に加え，生活リズムの確立や金銭管理

といったそれに伴う生活面に関するアドバイスを行うことで，障害者をサポートすること

ができる。ただし，これらの人材が農業分野に特化して支援できるとは限らないことから，

農業分野に特化した専門人材が必要となろう（第３章参照）。 
 

  ３）取組事例 
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 直接雇用型の取組事例として，静岡県浜松市にある農業法人である京丸園株式会社があ

る。 

（ア）概要 

 京丸園株式会社では，役員４名，社員 10 名及びパート 86 名が，35 棟合計 130a のハ

ウスで葉物野菜を水耕栽培し，JA に出荷する。1996 年（平成８年）から障害者を毎年１

名ずつ雇用してきた結果，現在は 25 名に至っており，障害者雇用率は約 40％となってい

る。栽培品目はミニチンゲンサイが中心であるが，これは，ワンカットするだけで出荷で

きるため，障害者等にとって容易な品目として選択したものである。 
 

 （イ）障害者の募集・採用 

障害者雇用を開始したきっかけは，1996 年（平成８年），農作業労働力を募集したとこ

ろ，高齢者や障害者の応募があり，１週間の職場体験を受け入れたことである。しかし，

その後，雇用する障害者は，原則として，特別支援学校の卒業生や障害者就業・生活支援

センターの利用登録者に限定している。これは，福祉のプロの判断を経た人材のみを採用

することが，安心につながるからと言う。例えば，京丸園株式会社は，地元の静岡県立浜

松特別支援学校から，高等部２年次のうちに職場実習を受け入れ，高等部３年次では適性

を最終チェックして本採用するか否かを決定している。 
 
（ウ）労働関係法規 

浜松市は，2005 年（平成 17 年）に「浜松市ユニバーサル園芸研究会」（現：浜松市ユニ

バーサル農業研究会）を発足させ，農業者に向けた障害者雇用の普及・啓発を実施してき

た。しかし，京丸園株式会社によると，当時，浜松市内の農業者は家族経営が中心で労働

保険に加入していなかったことから，特別支援学校側が就職先として農業分野を推進して

おらず，農業法人である京丸園株式会社が受入れを継続してきたと言う。 
京丸園株式会社は，障害者社員の給与を能力比例にしており，平均月額は 10.3 万円とな

っている。最低賃金の適用除外申請もしているが，ほぼ全員の時給をアップさせており，

中には，最低賃金の半額からスタートして７年後に最低賃金まで到達した障害者社員もい

る。 

 

（エ）合理的配慮の提供 

障害者社員の通勤手段は，バスが最も多く，自家用車や自転車を利用する者もいるが，

いずれも自力で通勤できる状態である。 
一方で，京丸園株式会社は，作業所を三か所設けている。例えば，芽ネギのパック詰め

は人が多い場所で行うので，人目を気にする精神障害者よりも知的障害者に作業してもら

う。また，かつて，手作業でトレイを出し入れする小型洗浄機を使用していたが，知的障

害者が洗浄時間をわかりやすくなるよう，右からトレイを入れると自動的に左から出てく

る中型機械を自費で導入した。さらに，かつて，ミニチンゲンサイの出荷調整作業をビニ
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ルハウス内で行っていたところ，福祉関係者から，暑さは障害者の体調に良くないと指摘

されたことから，約 3,000 万円を投じて作業棟を新設した。その結果，ハウス内で８時間

かかっていた作業が４時間に短縮された。同様に，2017 年度（平成 29 年度）には，ハウ

ス内にミストを設置することにより，室温を最大約４℃下げ，労働安全に配慮している。

加えて，京丸園株式会社は，就労アセスメントの発想を応用し，能力に応じてできる作業

をマッピングする「ナビケーシンョマップ」を作成の上，障害者社員にあてはめて仕事を

割り当てている（第３章参照）。 
 京丸園株式会社は，農業部門である「水耕部」の上位に「心耕部」を設置し，そこに障

害者が所属することで，障害者のために作業行程を見直すとともに，作業を効率化できる

組織体制としている。 

 

（オ）専門人材による支援 

京丸園株式会社では，過去には，障害者社員がハウスに自家用車を接触させたり，怒っ

て水耕栽培パネルを投げることもあったとのことである。しかし，組織を成り立たせるた

めに「障害を言い訳にして人に迷惑をかけていけない」というルールを設けており，トラ

ブルを起こした障害者社員への対応を外部と相談することがある。これについて，特別支

援学校では，各生徒の教育支援計画を作成することが義務付けられており，教員に聞けば，

障害特性を踏まえた配慮事項がわかる。しかし，卒業後は，教員による恒常的な支援を受

けられないため，卒業前になかぽつセンターに利用者登録して情報を引き継いでおく。こ

うすることにより，京丸園株式会社は，障害者社員が職場でトラブルを起こしたときでも，

なかぽつセンターに聞けば，対応方法等をわかるようにしておくのである。また，なかぽ

つセンターの職員は，「昼食会に参加する」という形で京丸園株式会社に定期訪問し，その

際に障害者社員と会話することで，様子のおかしい人を見つける役割も果たしている。さ

らに，かつて，京丸園株式会社の代表取締役の妻は，障害者社員のプライベートな雑談の

聞き役になっていたが，そのうち，業務中にも話しかけてくるようになったと言う。その

ため，障害者社員を業務に集中させるべく，現在は，聞き役をなかぽつセンターの職員に

任せている。 
農作業の支援者役についても工夫がなされている。静岡県は，厚生労働省の職場適応援

助者とは別に，2001 年度（平成 13 年度）から県独自の「静岡県ジョブコーチ」を養成し，

2003 年度（平成 15 年度）から本格的な派遣を行ってきており，京丸園株式会社も，なか

ぽつセンターの職員による支援と並行して静岡県ジョブコーチによる支援を受けること

があると言う。また，京丸園株式会社は，2011 年度（平成 23 年度）から，特例子会社で

ある CTC ひなり株式会社浜松オフィスに農作業を依頼しており，同社から障害者に付き

添ってくる健常者社員が，実質的なジョブコーチ役となっている。当該社員は，CTC ひな

り株式会社から給与をもらっていることから，このことは，支援に係る費用の問題が生じ

にくいという結果をもたらしている。 
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写真４－２ 京丸園株式会社の取組の様子 

注．2019 年 7 月 4 日に現地調査を行ったが，障害者の肖像権に配慮して，写真を撮影しなかった。そのため，写真は 
農林水産省（2020b）「農福連携支援研修」京丸園株式会社報告資料『GAP＝ユニバーサル農業 障がい者雇用を 
きっかけに見えてきた農業活性化のヒント』：スライド 9，11，12 より引用。 

 

（３）グループ内連携型（うち農業側から参入） 

  １）概要 

グループ内連携型（うち農業側から参入）の農福連携とは，農業者が自ら就労系障害福

祉サービス事業所を設置するために，その運営法人を併設するパターンである。 
 

 

第４－10 図 グループ内連携型（うち農業側から参入）の模式図 

注（1）筆者が作成。 
 （2）契約当事者間に生じる債権債務は，主要なもののみを記載。 

 

このパターンは，外形上は，農業者と就労系障害福祉サービス事業所の設置・運営法人

が，農作業の請負契約を締結した上で施設外就労等をするものであり，連携型と同様であ
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る。しかし，農業者が後から福祉の拠点を併設することにより，自らのために福祉側から

労働力を供給してもらうという特徴がある。そのため，実質的に見れば，グループ内にお

ける一つの主体による取組と評価できる。例えば，両者の代表者が共通であったり，一方

の代表に息子・他方の代表に親が就任したりケース等が確認されており，同族内で完結す

る場合もある。 
なお，農林水産省が 2019 年度（令和元年度）実施した調査によると，農業者が関わる

農福連携の取組のうち，約 70 件（約４％）程度がこのパターンとなっている。 
 

２）特徴 

（ア）生産活動収益の確保 

 一般に，農業者は，農産物の販売収益や補助金等の収入のみを原資として，あらゆる経

費を支出するとともに，自らの所得を確保する必要がある。しかし，就労系障害福祉サー

ビス事業所を運営すると，公費から経費を補填することができる仕組みになっているメリ

ットがある。 
就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する法人は，①利用者に支払う賃金／工賃，

②職員に支払う給与や社会保険料，拠点の水道光熱費，地代家賃，物品購入費といった必

要経費を支出する必要がある。このうち，①に関する会計を就労支援事業会計と言い，②

に関する会計を福祉会計と言う。①については，事業所が農業者から請け負った作業を完

成させた対価として得られる請負報酬や事業所内で自ら生産した物の販売収益等，生産活

動から得られた収益（生産活動収益）から，生産活動にかかった経費を差し引いた上で，

それを原資として支払う必要がある。②については，利用者一人当たりの１か月分の利用

量をまとめて，国民健康保険団体連合会に対して毎月請求を行い，公費（国費１／２＋都

道府県費１／４＋市町村費１／４）を原資とした報酬（訓練等給付費）を充当することが

できる。また，利用者が雇用契約に基づき就労する就労継続支援 A 型事業所の場合，特定

求職者雇用開発助成金を申請することもできる。 
一方で，就労系障害福祉サービス事業所における①と②の会計は，明確に区分する必要

があり，訓練等給付費を利用者の賃金／工賃に充当することは認められない。そのため，

障害者全員の賃金／工賃を支払うに足りる生産活動収益を通年で安定的に稼ぎ出す必要

がある。しかし，厚生労働省の調査によると，2019 年（平成 31 年）３月末時点において，

このような適正な経営を行えている就労継続支援 A 型事業所は，全体の 33.8％にとどま

っている。さらに，就労継続支援 A 型事業所が請求できる特定求職者雇用開発助成金は，

最大３年間で支給が終了するところ，ここ数年，安易・過剰な設備投資や請負作業の獲得

不足等により，支給終了後に倒産する例が報じられてきたところであり，創業前の計画と

実態が大きく乖離したケースが少なくない旨も指摘されるところである。 
以上のことについては，本パターンのみならず，「福祉完結型」及び「グループ内連携型

（うち福祉側から参入）」についても，共通する事項である。 
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（イ）福祉事業の開始 

 ア）就労系障害福祉サービス事業所やその運営法人の併設に係る手続き 

農業者が，就労系障害福祉サービス事業所を新たに開設しようとする場合，それに先立

ち，社会福祉法人・医療法人・NPO 法人・社団法人・財団法人・会社法人といった事業所

を設置・運営する法人を別途設立する必要がある。言い換えれば，就労系障害福祉サービ

ス事業所は法人格を持たないため単独で存在しえず，このような法人によって運営される

ことになる。しかし，就労系障害福祉サービス事業所を運営する法人を設立する際，様々

な要件を満たす必要があり，設立手続きに労力がかかる。例えば，厚生労働省は，社会福

祉法人を設立するには，評議員・理事・監事・会計監査人について資格を満たした者を所

定員数だけ備えたり，法人所有の土地建物といった基本財産やその他財産（施設の年間事

業費の 12 分の１以上に相当する現金・預金）等を備えたりする上で，貸借対照表や財産

目録といった関係書類を添えて，都道府県知事等から設立認可を受ける必要がある旨を示

している。また，社会福祉法人よりは緩やかな要件であるものの，内閣府は，NPO 法人を

設立するには，「保健，医療又は福祉の増進を図る活動」といった不特定かつ多数の利益の

増進に寄与することを目的とする活動を行う，10 人以上の社員を有するといった要件を

満たした上で，都道府県知事等から設立認証を受けた後，公衆の縦覧に供する手続きが必

要であることを示している。一方で，福祉系法人を併設することで，税制上のメリットを

受けられる場合がある。例えば，NPO 法人等には税制上の優遇措置が図られているほか，

社会福祉法人が土地・家屋を所有し，福祉目的に沿って用いていれば，固定資産税が非課

税となる場合がある。 
さらに，法人格を取得した後，事業所を設立するには，事業計画書の作成，拠点の物件

の選定・契約，必要な職員の確保等を行った上で申請書類を提出することとなり，都道府

県知事等から指定を受けて開設することで，初めて事業を開始できる。例えば，東京都庁

の WEB サイトでは，指定申請のための手引きの確認から初めて，事業開始までおよそ４

か月を要するモデルが示されているところである。 

 

 イ）職員の確保及び利用者募集 

就労系障害福祉サービス事業所は，厚生労働省の運営基準に従い，特定の役割を担う職

員を一定割合で配置する必要がある。例えば，生産活動の支援を行う職業指導員や日常生

活の支援を行う生活支援員については，就労継続支援 A 型・B 型事業所の場合，利用者：

職員＝10：１（又は 7.5：１）の人員配置基準を施設内外で確保することとなっている。

農業者は，これまで福祉との関わりが少なかった場合でも，このような職員を雇用する必

要があり，公的団体等を通じて募集する場合のほか，親族等を雇用する場合もある。 
また，事業所の定員の範囲において利用者を確保した上で，このような人員配置基準を

満たすこともできれば，複数の利用者に施設外就労してもらうことが可能である。そのた

め，グループ内連携型（うち農業側から参入）は，直接雇用型に比べると，より多くの労

働力を安定的に確保できるという特徴がある。事業所の利用者を募集するには，パンフレ
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ットを作成して特別支援学校や相談支援事業所に置いたり，売込みをしたりするほか，就

労継続支援 A 型事業所であれば，ハローワークの障害者専用求人に求人登録することが考

えられる。 

 

（ウ）アセスメント実施 

就労系障害福祉サービス事業所のサービス管理責任者は，意向・適正・障害特性などを

踏まえて，利用者一人一人の個別支援計画を作成することが義務付けられている。個別支

援計画は，毎年度当初に作成し，就労継続支援事業所は半年，就労移行支援事業所は三か

月が経てば見直しを行うことになっている。これについて，小泉（2014）は，１年に数作

の生産が可能な葉物野菜については，各作の移行期に圃場の作付け計画を策定するのと同

時に，利用者がどの作業に適していたかアセスメントしやすいことを指摘する。その一方

で，小泉（2017）は，農業者が作付け体系を変更した場合，それに対応するために個別支

援計画も変更されてしまう可能性も指摘している。これらの計画作成やアセスメントは，

法規上は，農業者本人が行うものとはされていないが，どのように労働力を活用して農業

収益を確保するかという経営計画にも関わることから，農業者自身もこれに関与し，作業

割当てを行うことも有用であろう。 
 

 （エ）経営判断 

 外部の就労系障害福祉サービス事業所と調整する必要がないので，農業者は，自らの経

営判断とペースで実践できる。例えば，筆者が，2020 年（令和２年）４月から同年９月に

かけて，新型コロナウイルスが農福連携に与える影響について情報収集したところ，利用

者への感染を防止するため，社会福祉法人が設置・運営する就労系障害福祉サービス事業

所からの施設外就労が数か月中止され，植付け作業に遅れが発生したケースがあった。一

方で，自ら事業所を併設している農業者の場合，利用者による農作業を継続していたケー

スが確認されたところである。 
 

（オ）二重会計 

農業者は，就労系障害福祉サービス事業所を併設することにより，農業法人からの請負

報酬を就労支援事業会計とし，農業生産活動によって生じた農産物の売買に係る収益を農

業法人の会計にすることになる。そのため，結果として，二重会計を処理することとなる。

ただし，このことは，農業側からグループ化するパターンにおいては，大きな課題として

言及されておらず，詳細については，このような処理を強いられることが特に不合理とも

思える「グループ内連携型（うち，福祉側から参入）」の項に記載する。 
 

  ３）取組事例 

 グループ内連携型（うち農業側から参入）の取組事例としては，これまで，株式会社お

おもり農園（岡山県岡山市）が NPO 法人杜の家（同市）を併設した事例，有限会社岡山
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県農商（岡山県岡山市）が NPO 法人岡山自立支援センター（同市）を併設した事例など，

岡山県内における事例が取り上げられてきている。一方で，北海道内では，個人農業者で

ある楠順一氏（北海道月形町）が NPO 法人サトニクラス（同町）を併設した事例，有限

会社坂爪果樹園（北海道壮瞥町）が NPO 法人さらら壮瞥（北海道壮瞥町）を併設した事

例などがある。 
おおもり農園では，NPO 法人を併設して事業所を設置・運営し，安定的に労働力を確保

できるようになった後に，個人農家を法人化してハウス棟数を増やしている。また，岡山

県農商の場合，NPO 法人を併設して四つの事業所を設置・運営することにより，農業法人

側が請け負ってもらえる作業量が増え，農産物販売額が多額に至っている。そのため，吉

田（2020）は，岡山県内におけるいずれの事例についても，「障害者を戦力として活用し

経営規模の拡大を実現」したものと評価している。これに対し，筆者が以下で取り上げる

北海道内の２事例は，このような顕著な結果が現れた事例ではないものの，農業側が福祉

側に参入する経緯やアセスメントの技法等，実務的な事柄が参考になるものと考慮し，本

稿で紹介するものである。 
 

（ア）楠順一氏の取組 

ア）概要 

 楠順一氏は，道内の農業団体を早期退職した後，実家を継いで約 15ha で水田作・野菜

作を営んできた個人農家である。その後，不要になった社会福祉法人の旧寮舎等を活用し

て，障害者や引きこもりだった方等の仕事づくりの場を創出することとし，2014 年（平成

26 年）に NPO 法人サトニクラス及び就労継続支援 A 型事業所「サトニクラス酵房」を併

設した。サトニクラス酵房では，事業所の就労活動メニューとして独自の農作業に取り組

むほか，楠氏は，NPO 法人サトニクラスと請負契約を締結した上で，サトニクラス酵房の

利用者に自身の圃場にも施設外就労をしてもらっている。 
 

  イ）生産活動収益の確保 

サトニクラス酵房では，現在，利用者７名が，事業所敷地内の露地約１ha においてキュ

ウリ・ダイコン等の生産を行ったり，摘果メロン等を活用した漬物製造等を行ったりする

ほか，町内外の農業者６戸にスポット的に施設外就労している。このように，屋外作業と

積雪がある冬季にも可能な屋内作業を組み合わせることにより，通年で障害者の作業を安

定的に生み出しており，2018 年度（平成 30 年度）の賃金支払総額は約 1,100 万円，平均

月額賃金は約７万 2,000 円と道内平均レベルを達成している。また，楠氏は，サトニクラ

ス酵房の利用者に，自身の広範な面積の圃場を手作業で除草してもらうことで，農繁期の

人手不足をカバーすることができている。その際に，福祉的指導を行うのは，ユニットを

組む職業指導員となり，その人件費は，サトニクラス側が訓練等給付費を充当することが

できることから，楠氏は助かっていると言う。 
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ウ）福祉事業の開始 

北海道月形町は，町民の約 30％が農業に従事しており，医療・福祉従事者も約 10％を

占めるなど，農業と福祉の町である。楠氏が NPO 法人を併設するに至ったのは，楠氏が

元々，当該社会福祉法人の理事を務めており，旧寮舎等の活用方法の検討に関わっていた

からである。また，NPO 法人や就労系障害福祉サービス事業所の設立については，福祉側

とのつながりがあったことから，その指導を受けて実施することができ，利用者も福祉側

とのコネクションを生かして声掛けしてもらって募集した。さらに，楠氏は，事業所の職

員についても，ほとんど地縁血縁頼みと言ってよい経緯で集めたと言う。特に，資格が必

要なサービス管理責任者については，最初は，福祉経験のある従兄弟の妻に農閑期限定で

お願いし，その後は，老人福祉施設を退職した友人に声をかけて来てもらった。現在は，

シンクタンクで農福連携の調査を行っていた経緯で関わりのあった者を職員として採用

し，その者が資格を取得してサービス管理責任者となっている。また，その他の職員には，

札幌市内から月形市内に移住してきたり月形市内にＵターンしてきた若者等が就いてい

る。NPO 法人設立時に受け入れた元ニートの若者は，後に，サトニクラス酵房の工場長と

して勤務するようになった。 
 

 エ）アセスメント実施 

NPO 法人サトニクラスは，アセスメントを通じ，利用者が数字概念を認識しているか，

程良い力加減ができるか等を把握している。例えば，メートルといった長さに関わる数字

の概念がわからない知的障害者でも，正しい間隔で播種できるよう，地面に等間隔でテー

プを貼って目印としている。また，力加減が必要な作業をできる限り正確に行えるよう，

圃場に棒を立てて作業範囲を狭くした上で，畑端から棒までの間をプラスチック容器が空

になるまで往復するよう指示している【①】。さらに，漬物の袋詰めについては，漬物を一

気に詰めてしまうことで袋口を汚さないよう，下が開いたコップを介して漬物を落とす工

夫をしている【②】。 
NPO 法人サトニクラスは，アセスメントを通じ，確認行為の多さや気分ムラの頻出度合

い等，それぞれの障害特性が作業においてどのように現れるか把握し，最も作業が円滑に

進む配置やペアを決定している。例えば，統合失調症を抱える利用者は，妄想の陽性症状

が現れるため，大勢の中で作業することが比較的苦手であり，離れた場所で作業をしても

らっている【③】。また，身体障害と高次機能障害を併せ持つ 60 代半ばの男性利用者は，

身体を動かさなくてよいと告げているにもかかわらず，本人の強い意欲で圃場作業を行お

うとする。そのため，そのような姿勢で周囲に見せることで，若い利用者のやる気を起こ

す「職場の雰囲気リーダー」的な役割を期待していると言う【④】。さらに，収穫時には，

収穫に適した大きさを判断できる精神障害者と，判断よりも持続的作業を得意とするコン

テナを持つ知的障害者をペアにしている【⑤】。屈伸が苦手な高齢の身体障害は，取り残し

防止のための声掛けを行う【④】。 
漬物用の摘果メロンの下処理は，洗浄→上下部分のカット→皮むきの工程で行われる。
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洗浄については，洗い場に腰をかがめる必要があり，特に冬期間は冷たい流水に手をさら

すことになるため，根気強い知的障害者を割り当てる【⑥】。カット及び皮むきについては，

刃を当てる果肉の範囲に注意が必要なことから，職業指導員及び熟練利用者を割り当てる。 
キュウリ漬の袋詰めは，取り出し→計量→真空パック詰め→ラベル貼りの工程で行われ

る。かつては，取り出しからパック詰めの工程は，全て職業指導員が行っていたが，数字

を読める知的障害者が加わったことにより，全ての工程を利用者のみで行えるようになっ

た。取り出しと計量は，分量に関わる工程であるためミスが許されず，能力の高い利用者

が行う。一方で，パック詰めとラベル貼りは，原則としてどの利用者でも可能な作業とし

て残しておき，やる気にムラが見られる精神障害者に割り当てることがある【⑦】【⑧】。 
これらのアセスメントは，サービス管理責任者が実際に圃場に出た上で実施しているが，

楠氏も適時に見立てを伝えることもあると言う。 

 

写真４－３ NPO 法人サトニクラスの取組の様子 

注（1）写真は，筆者が撮影したもの。  
（2）撮影日は，2017 年 7 月 24 日。 

  

 
【①】 

 
【②】 

 
【③】 

 
【④】 

 
【⑤】 

 
【⑥】 

 
【⑦】 

 
【⑧】 
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 オ)経営判断 

サトニクラスから楠氏の農園への施設外就労については，主に屋外かつ数名の作業であ

れば問題ないと楠氏が判断し，新型コロナウイルス下でも実施することができた。一方で，

月形町内の別法人が運営するグループホームに居住する利用者及び同居する利用者につ

いては，同法人内で感染者が出たことから，一時出勤停止になった。このように，自社グ

ループ内で連携している場合は，経営判断によって作業を継続することができている。 
 
（イ）有限会社坂爪果樹園の取組 

 ア）概要 

北海道壮瞥町は，道内でも有数の果樹産地であり，有限会社坂爪果樹園は町内に位置す

る法人経営の果樹・野菜農家である。現在の経営耕地面積は約 5.6ha であり，露地及びハ

ウス 15 棟において，サクランボ・プルーン・リンゴ・ブドウのほか，アスパラガス・ピー

マン等を栽培している。壮瞥町では，過疎化によりパート労働者の応募が減少していたこ

とから，代表者は知人の提案を受け，2006 年（平成 18 年）から障害者の受入れを開始し

た。それ以降，町内の病院や特別支援学校等から依頼される度に，障害者を受け入れてき

ている。また，2010 年（平成 22 年）から，NPO 法人さらら壮瞥を併設するとともに，就

労継続支援 A 型事業所「さらら壮瞥」を設置・運営しており，2013 年（平成 25 年）から

はグループホーム「ふれあいハウスさらら」の運営も開始した。さらら壮瞥では，事業所

の就労活動メニューとして独自の農作業に取り組むほか，坂爪果樹園は，NPO 法人さらら

壮瞥と請負契約を締結した上で，さらら壮瞥の利用者に圃場にも施設外就労をしてもらっ

ている。 
 

 イ）生産活動収益の確保 

さらら壮瞥側からすると，約 20 名もの利用者に工賃を支払うに足りる生産活動収益を

確保する必要がある。そのため，さらら壮瞥は，経済産業省からの補助を受けて設置した

水耕栽培用パイプハウス４棟（合計 1,200m2）において，リーフレタスを周年栽培するほ

か，2013 年（平成 25 年）には，古くなったリンゴ貯蔵庫 60 m2 を改良し，胆振地方初と

なる蛍光灯を用いた完全人工光型植物工場を併設している。また，施設においてジャム・

ドライフルーツ・ドライベジタブル・はちみつレモン等の農産加工品を製造している。こ

れらを組み合わせることにより，冬季の作業も確保できており，年間の生産活動収益は約

680 万円を確保している。 
また，坂爪果樹園側も，より多くの請負報酬をさらら壮瞥に支払えるよう，消費者が「色・

形・味」の厳しく求めるリンゴだけに絞るのでなく，比較的手間がかからず，単位当たり

の収益が高いピーマン栽培を並行して実施することとした。さらに，坂爪果樹園は，ピー

マン収穫後の作業を創出するため，外国産と比べて単価が高い無農薬栽培のレモンをハウ

ス２棟で栽培しているが，これは，北海道という冷涼な気候を生かして防腐剤不要となる

メリットを生かしたものである。 
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これらの取組の結果，さらら壮瞥における 2018 年度（平成 30 年度）の平均月額賃金

は，道内平均を下回るものの約 6 万 6,000 円となっている。 
 

  ウ）福祉事業の開始 

 代表者は，従来の福祉関係とのつながりを生かして，自ら設立した施設の利用者を確保

してきた。また，壮瞥町では，2020 年（令和元年）11 月末時点で，五つの就労系障害福

祉サービス事業所を三つの法人が運営しているが，その全てが農作業を就労活動メニュー

にしているという地域特性がある。そのため，代表者は，事業所の設立に当たって必要と

なる書類は，既に近隣でグループ内連携型の農福連携を営んでいた「合同会社農場たつか

ーむ」から共有してもらったとのことである。また，当初は，外部の福祉関係者を迎えて，

サービス管理責任者として雇用した。 
坂爪果樹園における主たる作業である果樹栽培は，摘粒・摘果・徒長枝の剪定・玉回し・

落ち葉掃き等で，特に人手を要する。そこで，坂爪果樹園は，外部労働力の供給に依存す

るのでなく，さらら壮瞥の利用者に施設外就労してもらうことで，毎年の作業を実施でき

ている。 
   

  エ）アセスメント実施 

代表者は，本州出身の新規就農者を後継者として迎えて，有限会社坂爪果樹園の代表取

締役を任せた上で，自らは NPO 法人の理事長の立場に退いた。そして，現在，理事長の

妻が，施設長兼サービス管理責任者となってアセスメント等を実施する一方，理事長自身

は，長年の農業知識と経験を生かして，障害者への農業技術指導やグループホームに関す

る休日夜間の電話対応等にも当たっている。妻の給与には，さらら壮瞥側が訓練等給付費

を充当することができている。このように，リタイヤした農業者が，福祉側で活躍すると

いうあり方も，農業者のリタイヤ後の姿の一つであろう。 
 

 オ）経営判断 

坂爪果樹園は，グループ内連携型であることを生かして，さらら壮瞥の利用者にできる

だけ就労してもらう経営判断を行っている。例えば，新型コロナウイルス下においても，

さらら壮瞥の利用者の工賃確保のため，事業所に通所することは必須と判断しており，敷

地内での農作業や坂爪果樹園での施設外就労を中断することはなかったと言う。代表取締

役によると，坂爪果樹園及びさらら壮瞥は，農村地帯に位置することから，新型コロナウ

イルスに対する認識が，人口が集中する都市部と異なる点もあるだろうとのことであり，

これも農業分野でグループ内連携型を行うメリットが現れたものとも考えられる。 
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拠点 

 

果樹 

 

果樹 

 

水耕ハウス 

 

水耕ハウス 

 

水耕ハウス 

 

無農薬レモン 

 

完全人工光型植物工場 

  

完全人工光型植物工場 

 

完全人工光型植物工場 

写真４－４ NPO 法人さらら壮瞥の取組の様子 

注（1）写真は，筆者が撮影したもの。 
（2）撮影日は，2016 年 11 月 12 日。 
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（４）福祉完結型 

  １）概要 

 福祉完結型の農福連携とは，就労系・介護系の障害福祉サービス事業所を設置・運営す

る法人が，事業所における就労活動メニュー・日中活動メニューとして単独で農業生産活

動に取り組むパターンである。 
 施設において障害者が農作業に携わる取組は，かつてから存在している。例えば，千岡

山県内の取組について紹介した寅垣内（2009）は，明治 20 年代に「岡山孤児院」が開墾

などの農業に着手していたことを指摘する。現在まで継続されている取組としては，社会

福祉法人こころみる会（栃木県足利市）が運営する「こころみ学園」の前身として，昭和

30 年代に特殊学級の教員と生徒が急傾斜地でブドウ栽培を開始した取組，社会福祉法人

音更晩成園（北海道音更町）が当時の知的障害者施設に相当する精神薄弱者救護施設にお

いて，昭和 40 年代に農耕を開始した取組などが確認されている。 
 

 

第４－11 図 福祉完結型の模式図 

注（1）筆者が作成。 
 （2）当事者間に生じる債権債務は，主要なもののみを記載。 

 

  ２）特徴 

 （ア）農業知識と技術 

法人は，自ら農業生産活動を開始することから，農業知識と技術を習得するとともに，

農業用機械・器具を導入する必要がある。前者については，農業者出身の職員がいれば習

得可能であり，そうでなければ，農業経験者や普及指導員・JA の OB を社員として雇用す
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る方法が考えられる。後者については，業者や JA からリース・レンタル・購入する方法

のほか，福祉に対する貢献を目的にして地域の農業者から無償で貸し出してもらう場合も

確認している。 
 

（イ）経営判断 

法人は，利用者の障害程度や目指す就労訓練のレベルに応じて，幅広い取組を実施でき

る。障害福祉サービス事業所における活動メニューとしての農作業は，①作業目的は，本

格的な農業生産活動を通じた販売収益の確保，園芸療法（第３章参照），農作業体験といっ

たどのようなものか，②作業頻度がどのくらい多いか，③作業を行う圃場の面積の大小，

④生産物が自社消費されているか・外販されているか，⑤農産物や農産加工品の販売量や

販売金額等，取組のレベルは様々である。なお，「グループ内連携型（うち農業側から参入）」

での記載の繰り返しになるが，障害者全員の賃金／工賃を支払うに足りる生産活動収益を

通年で安定的に稼ぎ出す必要がある点には，注意が必要である。 
また，いずれの場合であっても，法人は，外部の農業者と調整する必要がないので，福

祉側ペースで作業を実施できる。これに対し，連携型の場合，悪天候時に作業順延するこ

とを農業側から直前に伝えられるケースのほか，新型コロナウイルスの影響で事業所を休

所して施設外就労できないものの，作物の生育は止められないため，農業者からの依頼に

加算なしで対応せざるを得ないケースなど，予定外の出来事に左右されるケースを確認し

ている。他方で，福祉完結型の場合，法人は，農産物の在庫管理や販路開拓を自社で行う

必要があることに加え，生育管理のために職員に負担がかかる可能性がある。 
  

（ウ）補助制度 

 農林水産省や厚生労働省による補助が充実している。農林水産省は，農山漁村振興交付

金において，ハウス等の生産施設や加工販売施設のほか，障害者が農業生産活動に従事す

る際に必要となる休憩場やトレイ等の整備にかかる経費を助成している。これは，法人が

対象になるので，個人農家は助成を受けられない。また，厚生労働省は，社会福祉施設等

施設整備費補助金において，社会福祉法人等が障害福祉サービス事業所等を設立する際に，

建物と一体となって固定される設備の整備にかかる経費を助成している。 
 

 （エ）農地の権利取得・農地転用・認定農業者 

農業委員会や自治体等の判断が統一されておらず，就労系障害福祉サービス事業所の設

置・運営法人として農地の権利を取得すること，福祉施設を設置するために農地を転用す

ること，認定農業者として認定されること等が，円滑になされない場合がある。特に，希

望どおりの農地の権利を取得できない場合，分散錯圃になり，利用者が通うのが大変にな

ってしまう。 
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ア）農地法に基づく所有権取得 

 2009 年度（平成 21 年度）の農地法改正により，一般法人であっても，貸借であれば，

原則として全国どこでも農地の権利を取得できることとされた。一方で，農地の所有権を

取得できる法人は，会社法人又は農事組合法人であり農地所有適格法人の要件を満たす場

合に限られる。しかし，農地法３条は，「教育，医療又は社会福祉事業を行うことを目的と

して設立された法人で農林水産省令で定めるもの」が，「その権利を取得しようとする農地

を当該目的に係る業務の運営に必要な施設の用に供すると認められる」場合には，周辺の

農地利用に支障がないという要件を満たせば，農地所有適格法人でなくても農地の所有権

を取得できるという特例を規定している。 
 「社会福祉事業」とは，社会福祉法に基づく社会福祉事業のことを指し，農福連携で中

心となる就労系障害福祉サービス事業といった第２種社会福祉事業も含まれる。「法人で

農林水産省令で定めるもの」とは，「学校法人，医療法人，社会福祉法人その他の営利を目

的としない法人」とされている。そのため，株式会社等の営利法人は対象外である。一方

で，特定非営利活動促進法に基づいて，NPO 法人が行う特定非営利活動として，「保健，

医療又は福祉の増進を図る活動」が規定されており，一般社団法人及び一般財団法人に関

する法律に基づき作成した定款にも，第２種社会福祉事業を行う旨を記載することができ

ることから，NPO 法人や一般社団法人等は含まれよう(4)。 
 特に問題となるのは，「その権利を取得しようとする農地を当該目的に係る業務の運営

に必要な施設の用に供すると認められる」場合である。そもそも，農地法の特例は，公益

性の高い事業に資する場合には，農地を利用させて構わないとの趣旨で，1962 年（昭和 37 
年）に規定されており，農地等で行われる農業自体で利益を上げることを本来の目的とし

ていない法人が，業務の必要性により農地の権利を取得することを認めるものとされてい

る。そのため，例えば，園芸療法等の一環として小規模な農作業に取り組む場合はこれに

当てはまろう。また，本格的な農業生産活動を行う場合であっても，障害福祉サービス事

業所が，農業生産活動によって得た収益を原則として全て利用者の賃金/工賃に充てるので

あれば，利用者の自立した生活につながり，ひいては公共性目的に合致し得ることから，

当てはまるとも考えられよう。実際，後述のとおり，農業者と遜色ない売上げを出してい

る福祉系法人であっても，農地所有適格法人の要件を満たす農業法人を併設することなく，

農地法３条の特例を活用し，農地の権利を取得するケースが確認されている。 
一方で，これまで，権利取得の許可を行う市町村農業委員会が，「一般社団法人が農地法

３条の特例を使えるかわからない」「本格的な農業生産活動を行っている場合には，農地法

３条の特例は使えない」等の指導をしたケースも確認されている。今後，市町村農業委員

会がどのような根拠でどのような判断をしているか，把握する必要があろう。 

 

イ）農業経営基盤強化促進法に基づく利用権の設定 

 農業経営基盤強化促進法に基づく利用権の設定は，農地法に基づく貸借と異なり，法定

更新がないため，地主にとって貸しやすい方式と言える。しかし，農地法３条の特例のよ
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うな規定は設けられておらず，農地の全部効率利用，農業への常時従事等の要件を満たす

必要がある。 
一方で，同法は，利用権の設定を受ける法人格を限定していない。そのため，福祉系の

非営利法人であっても，農地利用集積計画の内容が，農業経営の規模や生産方式等を定め

た市町村の基本構想に合致すれば，利用権の設定を受けることができよう。例えば，介護

系障害福祉サービス事業所の利用者の園芸療法を目的として，小規模な農作業を行う場合

には，利用権設定を受けられない可能性があるだろう。 
 

ウ）農地転用 

 法人が，就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する際には，設置基準に基づき，

「訓練・作業室，相談室，洗面所，便所及び多目的室その他運営上必要な設備」を設ける

必要がある。農福連携を行おうとして農地内に設ける場合，農地転用の手続きが必要であ

る。しかし，これまで，「農地にトイレを設置することが認められない」との指導がされた

り，「就労系障害福祉サービス事業を行う場合には，農地を転用できる」といった誤解も確

認されたりしていた。 
 農地転用許可制度では，優良農地を確保するため，農業振興地域内の農用地区域内の農

地や第１種農地のような優良農地については，原則として農地転用できないとされている。

しかし，例外的に，自らの農業生産活動に必要不可欠な２ａ未満の農業用施設（トイレ，

駐車場，更衣室，事務所等）を自ら耕作している農地に設置する場合，転用許可は不要と

なっている。また，この要件に該当しなくても，農業用施設であれば，転用許可を受ける

ことで，農用地区域内の農地や第１種農地に設置することができる。 
一方で，事業所の拠点と離れた場所で農業生産活動を行うため，拠点内の施設を農業生

産活動に使わない場合，その施設は農業用施設と言えないであろう。このような場合であ

っても，社会福祉事業等のために必要な設備であれば，転用許可を受けることで，第１種

農地にも設置できるとされている(5)。今後，この例外を活用して設置された場合の実態把

握が必要とも思える。 
 

エ）認定農業者としての認定 

 農業経営基盤強化促進法に基づき，認定農業者になれば，麦・大豆等の恒常的なコスト

割れを補填したり，農地や農業用機械の取得等に必要な長期低利融資を受けられたりする

メリット措置がある。 
認定農業者となるために市町村等に提出する農業経営改善計画は，「農業経営を営み又

は営もうとする者」が提出できるとされている。これまで，市町村の中には，社会福祉法

人等の営利を目的としない法人は，農業を通じて経済活動を行う主体でないため，これに

該当しないと判断する所が確認されていた。しかし，同法は，計画を提出する法人格を限

定していない。そのため，2019 年（令和元年）11 月１日，農業経営基盤強化促進法の基

本要綱を改正し，「法人の形態は認定の要件でないことから，農福連携に取り組む社会福祉
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法人や特定非営利活動法人等も認定農業者／認定新規就農者となることができます」と明

記したところである。 
近年，就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する非営利法人でも，認定農業者と

して認定される法人が増えている（第４－２表）。例えば，①社会福祉法人としては，2010
年（平成 22 年）に養鶏等を行う社会福祉法人くりのみ園（長野県小布施町），2015 年（平

成 27 年）に集落営農組織から水稲作業等を請け負う社会福祉法人 E.G.F（山口県阿武町），

2017 年（平成 29 年）に野菜生産・養鶏等を行う社会福祉法人こころん（福島県泉崎村），

2018 年（平成 30 年）に畑作を行う社会福祉法人音更晩成園（北海道音更町）が認定され

ている。また，②NPO 法人としては，2011 年（平成 23 年）に果樹栽培等を行う NPO 法

人ピアファーム（福井県あわら市），2013 年（平成 25 年）に稲作等を行う NPO 法人 UNE
（新潟県長岡市），2017 年（平成 29 年）にイチジク・コンニャク生産等を行う NPO 法人

縁活（滋賀県栗東市）が認定されている。さらに，③一般社団法人のうち非営利型として

は，2019 年（令和元年）に野菜生産を行う一般社団法人はーとプロジェクト（愛知県江南

市），2020 年（令和２年）にエダマメ生産加工等を行う一般社団法人土の香工房（新潟県

上越市等）が認定されている。そして，④医療法人としては，2014 年（平成 26 年）に和

牛肥育等を行う医療法人直志会（茨城県大子町）が認定されているところである。 
ただし，市町村の中には，農業経営体の年間農業所得又は一人当たりの年間農業所得の

下限金額を設けている所がある。このうち，一人当たりの年間農業所得については，主た

る農業従事者について判断することになる。そして，就労系障害福祉サービス事業所では，

農業を担当する職業指導員が主たる農業従事者となり，利用者は，農業法人が雇用する従

業員と同じ扱いとなろう。したがって，多くの利用者を抱える就労系障害福祉サービス事

業所であるがゆえに，一人当たりの年間農業所得が少なくなることはなく，農業法人に比

べて特別な取扱いをする必要はないだろう。 
 

第４－２表 認定農業者として認定された就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営

する非営利の福祉系法人（主要な例） 

注（1）筆者が作成。 
 （2）2020 年 12 月までにおいて，筆者が把握している限度で記載。 

 

  ３）取組事例 

 福祉完結型の取組事例としては，①精神障害者のリハビリテーションの一環として和牛
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番号 認定年 法人格 法人名 市町村
1 2010年（平成22年） 社会福祉法人 社会福祉法人くりのみ園 長野県小布施町
2 2011年（平成23年） NPＯ法人 ＮＰＯ法人ピアファーム 福井県あわら市
3 2013年（平成25年） NPＯ法人 ＮＰＯ法人ＵＮＥ 新潟県長岡市
4 2014年（平成26年） 医療法人 医療法人直志会 茨城県大子町
5 2015年（平成27年） 社会福祉法人 社会福祉法人E.G.F 山口県阿武町
6 NPＯ法人 NPO法人縁活 滋賀県栗東市
7 社会福祉法人 社会福祉法人こころん 福島県泉崎村
8 2018年（平成30年） 社会福祉法人 社会福祉法人音更晩成園 北海道音更町
9 2019年（令和元年） 一般社団法人（非営利型） 一般社団法人はーとプロジェクト 愛知県江南市

10 2020年（令和２年） 一般社団法人（非営利型） 一般社団法人土の香工房 新潟県上越市等

2017年（平成29年）
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繁殖を行う取組が発展した医療法人直志会の取組，②農業を行うために一般社団法人及び

就労継続支援 A 型事業所を新設し，福祉の形態で参入した一般社団法人 Agricola の取組，

③別の障害福祉サービス事業所の職員が独立して，新たに農業生産活動に取り組む障害福

祉サービス事業を開始した株式会社グッドホームの取組などがある。 
 

（ア）医療法人直志会の取組 

 ア）概要 

 医療法人直志会は，茨城県大子町において，精神科病院である「袋田病院」や就労系障

害福祉サービスを提供する多機能型事業所「MINA AMIGO」を設置・運営する法人であ

る。県北地域は黒毛和牛のブランド地域であり，袋田病院は，1979 年（昭和 54 年），病院

の裏山で和牛の飼育を開始した。2010 年（平成 22 年）には就労継続支援 B 型事業所，

2016 年（平成 28 年）には就労移行支援事業所を設置し，現在では，統合失調症などを有

する約 20 名の利用者が，就労活動メニューとして和牛約 50 頭の飼育を行っている。院長

によると，農畜産業は対人関係が密でないため，神経疲労を起こさずに済む傾向があり，

統合失調症者は農畜産業に向いていると言う。 
 

  イ）農業知識と技術 

袋田病院は，取組開始当初は，近隣の畜産農家より指導を受けていた。しかし，直志会

は， 2014 年（平成 26 年），新たに，家畜人工授精・受精卵移植・家畜商などの資格を有

する職員を採用した。このことにより，2020 年（令和元年）11 月時点では，畜舎３棟で

親牛 34頭を飼育できるようになり，最低でも年一産を確保するなど繁殖成績も向上した。

子牛販売価格も上昇し，2020 年度（令和元年度）には，年間約 20 頭をセリにかけて約

1,800 万円もの売上を出している。2020 年（令和２年）4 月の常陸大宮せり市場では，直

志会が飼育した子牛が畜産農家を抑えて最高値を付けて表彰されるなど，品質も高く評価

されている。 
 

 ウ）経営判断 

畜産には，デントコーンのサイロ詰めといった労働力を非常に要する作業があるため，

大子町では，畜産農家の離農や後継者不足が深刻であると言う。そのため，直志会は，2006
年（平成 18 年）以降，大子町畜産農業協同組合から畜産ヘルパー事業を委託され，事業

所の利用者が町内の畜産農家の作業を手伝っているほか，近隣農家から牛のショートステ

イを受入れ，年間約 230 万円を獲得している。さらに，2007 年（平成 19 年）には，町内

の耕作放棄地の活用を依頼され，当該農地を電気柵で囲って親牛を放牧する事業を開始し

ている。加えて，2014 年（平成 26 年）には，茨城県の新規繁殖和牛経営入門講座の受入

先となり，障害者が新規就農希望者に指導する場面もあると言う。そして，利用者は，セ

リ市で子牛を引っ張って管理するセリ市ヘルパーを行っており，流通部分までも担ってい

る。このように，直志会は，医療法人でありながらも，実質的には，通常の畜産農家と遜
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色ないか，それを上回る農業生産活動を実施している。 
院長によると，直志会が農業者として認められるようになったのは，およそ 40 年前か

ら地域の農業者とつながっており，和牛生産の貴重な担い手と認められてきたことが大き

かったと言う。これは，精神障害者に対する誤解や偏見を解くために，町内に積極的に顔

を見せる目的もあったと言う。かつては，就労移行支援事業所の利用者の中には，卒後に，

県内で畜産業を営む有限会社に就職した者も出ていた。このように，直志会の取組は，精

神障害者のリハビリテーションの一環として和牛飼育を行う取組が発展し，実態として農

業者を超える水準の取組をできていれば，医療法人という法人格でありながら，農業者と

して公的に活動できることを示したものと考えられよう。 
 

写真４－５ 医療法人直志会の取組の様子 

注（1）上二行の写真は，筆者が撮影したもの。下行の写真は，医療法人直志会 WEB サイト（https://www.fukuroda- 
hp.jp/minaamigo/（2019 年 7 月 30 日参照））より引用。 

 （2）撮影日は，2019 年 7 月 29 日。 

 

エ）補助制度 

直志会は，牛舎を自己資金で建設しているものの，分娩管理システムや牛舎用ヒーター・

ファンは，県の就労継続支援 B 型事業所向けの作業用品等整備事業補助金を活用して導入

した。  

 
袋田病院 病棟 

 
MINA AMIGO 作業所 

 

MINA AMIGO 作業所 

 
牛舎 

 
牛舎 

 
一輪車清掃 

 
セリ市ヘルパー 

 
サイロ詰め 
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オ）農地の権利取得・認定農業者 

さらに，今後は，親牛の飼育頭数を 40 頭に増やすとともに，発情確認の徹底や自給飼

料の増産等を通じて，所得を 4 年間で更に約 230 万円増やす経営改善計画を作成してい

る。そのため，大子町は，2014 年（平成 26 年），医療法人の人格として認定農業者に認定

しており，これは把握した中で全国唯一のケースである。さらに，一般に，就労系障害福

祉サービス事業所を設置・運営する法人の定款には，事業所名と「障害福祉サービス事業

を行う」といった記載にとどめ，就労活動メニューを具体化しない場合があるところ，2020
年（令和２年）11 月には，就労活動メニューとして「生産した肉用子牛を肉用牛経営を行

う者に譲り渡す等の牧場運営を通じて，就労に必要な知識及び能力の向上を図る」ことを

明記することで，医療法人でありながら，肉用牛生産者補給金制度に加入できている。 
直志会は，農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定及び農地法３条の特例に基づく

貸借等で，農地の権利を取得している。今後，直志会が農地の所有権を取得する際には，

これだけ本格化した取組であるにもかかわらず，農地法３条の特例を活用できるか，農業

委員会の判断が注目に値するだろう。 
 

（イ）一般社団法人 Agricola の取組 

 ア）概要 

一般社団法人 Agricola（読み方：アグリコラ）は，北海道当別町で就労継続支援 A 型事

業所「Farm Agricola」を設置・運営する法人である。事業所では，精神障害者９名を含む

利用者 17 名が，８棟の鶏舎において約 3,000 羽の平飼養鶏等に通年で取り組んでいる。 
 

 イ）農業知識と技術 

代表者は，実家の牧場での農作業経験があった。また，代表者夫婦は，精神科の看護師

として病院で勤務した経験があった。これらのことから，2016 年（平成 28 年）に一般社

団法人を設立した上で，翌 2017 年（平成 29 年）から，直ちに農作業を就労活動メニュー

とする就労継続支援 A 型事業所の運営を開始することができている。 
 
 ウ）経営判断 

就労活動メニューとして養鶏を選んだ理由は，畑作や施設園芸をメインにするより初期

投資が少なくても通年でできると考えたことに加え，鶏は目線が低いので，他の家畜に比

べると精神障害者に適すると考えたためである。代表者は，現在でも，利用者から人間関

係の相談に乗ったり，働きぶりが良くない利用者であっても，拠点に来て作業できること

をステップアップと捉えられたりすると言う。加えて，多くのケースでは，約３週間で，

利用者の抗精神病薬の服用量は１／２～１／３に減少しており，自ら病院に電話し，投薬

量を減らしてもらうこともある。 
就労継続支援 A 型事業所を選択した理由は，工賃が安く抑えられている就労継続支援 B

－147－



- 148 -

型事業所は，能力で人を評価していることに違和感を覚えたからとする。しかし，就労継

続支援 A 型事業所の場合，全ての利用者に最低賃金以上を支払うに足りる生産活動収益を

確保する必要があることから，Agricola は，卵の価値を上げる戦略を取っている。具体的

には，飼料の原材料は全て国産にしており，北海道札幌市や同新篠津村で農福連携に取り

組む農業法人から，ロス野菜や干芋の切れ端をもらって，飼料に混ぜている。このことに

より，2019 年（令和元年）6 月時点では，採卵鶏で有機 JAS 認証を取得している農業法

人は全国で 14 法人しかなかったところ，2019 年（令和元年）7 月には，就労系障害福祉

サービス事業所の設置・運営法人として全国で初めて認証を取得したところであり，認証

を取得した鶏に与える飼料は，８割以上をオーガニック認証済のものとしている。また，

卵は，生活協同組合系列店舗で販売するほか，代表者自ら飛び込み営業を行い，大手ホテ

ルやミシュラン星付きレストランでも採用されており，EC サイトを活用して個人客にも

販売している。

これらの取組の結果，2020 年（令和２年）の年間売上高は約 2,500 万円となっており，

事業所の開設以来，対前年比 120％～270％比で順調に増加している。 

エ）補助制度

Agricola は，農林水産省の補助事業を活用して洗卵機を導入したり，町と JA が設けた

道の駅出品者向けの補助金を活用して園芸用ハウスを併設したりている。

オ）農地の権利取得・認定農業者

Agricola は，一般社団法人の人格をもって，農地法３条の特例を活用して離農地を貸借

する形で参入している。代表者は，鶏舎が雪で損壊するリスクを抱えていることから，今

後は，農地を安定的に所有するとともに，資金を借り入れて丈夫な鶏舎を増設したいと考

えていると言う。しかし，事業所開設後に訓練等給付費の支給額が増加してきた結果，福

祉会計が就労支援事業会計を上回っていることから，主たる事業が農業，すなわち売上高

の過半が農業事業であるという要件を満たさず，株式会社化しても農地所有適格法人の要

件を満たさないようにも思える。さらに，認定農業者として認定されるかわからず，スー

パーL 資金を活用できる保証がないとする。そのため，初期投資を抑えるために開始した

養鶏にもかかわらず，自己資金をもって投資する必要に迫られる状態である(6)。

Agricola の場合，福祉会計が少なかった時点で株式会社化し，農地所有適格法人の要件

を備えることが望ましかったとも思える。一方で，そもそも，就労継続支援 A 型事業所の

設置・運営法人は専ら社会福祉事業を行う必要があることに加え，農地所有適格法人や認

定農業者として認められる要件として，福祉会計との関係の取扱いは明確にされておらず，

今後，現場の実態を把握することが求められよう。

一般社団法人 Agricola の事例は，実質的には農業を始めるために福祉の形を取って新規

参入する際に，農業者として評価されて収益を上げる反面，福祉事業者であるが故に生じ

る不都合性を示した事例と言える。
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写真４－６ 一般社団法人 Agricola の取組の様子 

注（1）写真は，北海道農政事務所職員（当時）及び筆者が撮影したもの。右下の写真のみ，代表者より提供。 
 （2）撮影日は，2017 年 6 月 20 日。 

 

（ウ）株式会社グッドホームの取組 

 ア）概要 

株式会社グッドホームは，東京都八王子市において，就労継続支援 B 型事業所

「HACHIOJI FARMER’S KITCHEN（読み方：八王子ファーマーズキッチン）ふぁむ」

やグループホーム「グッドホームみやま」等，複数の就労系・介護系事業所を設置・運営

する法人である。事業の端緒は，建設業を営む有限会社グッドホーム内における一つの部

門として，2005 年（平成 17 年）に障害者在宅支援事業を開始したことである。その後，

2011 年（平成 23 年）には，福祉系事業を承継した株式会社グッドホームを設立した上で， 
2016 年（平成 28 年）に就労継続支援 B 型事業，2019 年（令和元年）に共同生活援助事

業をそれぞれ開始している。 
農業部門については，就労継続支援 B 型事業所の利用者 10 名程度が，八王子市内の農

地４か所合計約 70a において，野菜の露地栽培に取り組んでいる。 
 

 イ）農業知識と技術 

株式会社グッドホームの代表取締役は，2002 年（平成 14 年）から介護支援員として福

 
鶏舎 

 
鶏舎 

 
飼料配合 
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事業所拠点 

 
拠点内（洗卵・出荷場） 

 
卵 

 

パック詰め 
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祉の世界を経験しており，2012 年（平成 24 年）までは，東京都日野市や同八王子市で農

作業に取り組む NPO 法人が運営する旧・小規模作業所において，所長をしていた者であ

る。そのため，代表者は，NPO 法人で培った農作業経験を生かし，農作業や障害者への栽

培技術指導を行うことができている。株式会社グッドホームの取組は，福祉を経験した人

材が農業者として独立するとともに，新たに農業生産活動に取り組む就労系障害福祉サー

ビス事業所を立ち上げる形で，地域における取組が横展開するケースを示したものである。 
 

ウ）経営判断 

代表取締役によると，当初は，園芸療法として利用者が農作業に関わればよいと考えて

いたと言う。しかし，2013 年（平成 25 年）の障害者総合支援法の施行後，障害者の経済

的自立への要求が高まってきたことから，農業生産活動によって，より高い工賃を支払う

ことを考えた。2019 年度（令和元年度）には，就労継続支援 B 型事業所の年間売上額の

うち，農業関係の主要なものは，生産した野菜を活用した食事等を提供するカフェでの約

464 万円及び野菜の直売益約 247 万円を合わせて約 711 万円となっており，訓練等給付費

を充当せず，生産活動収益のみで工賃全額を賄うことができている。 
一方で，代表者や事業所の職員は，体力的・時間的に厳しい仕事をこなす必要があると

言う。具体的には，代表者は，第１ラウンドとして，午前５時から農作業を開始している。

また，職員も加わり，第２ラウンドとして，利用者が通所してきた午前９時から午前 12時，

第３ラウンドとして，午後１時から利用者が帰宅するまで，農作業や支援業務に従事する。

そして，代表者は，第４ラウンドとして，夜間に諸般の事務作業及び経営業務を行ってい

る。一般に，就労系障害福祉サービス事業所では，農業分野を就労活動メニューとするか

にかかわらず，利用者の送迎後は，利用者の行動を踏まえた解決策を検討するケース会議

を行うほか，アセスメントや個別支援計画作りの基礎となる情報を整理したり，会計処理

に係る事務作業を行ったりしている。それに加えて，株式会社グッドホームでは，利用者

の通所前の涼しい早朝に農作業を行い，出荷等を行うことで，売上を確保している実態が

ある。 

  

エ）農地の権利取得・認定農業者 

2016 年（平成 28 年）11 月，まずは代表取締役が個人として東京都の新規就農者とな

り，翌 2017 年（平成 29 年）２月には，一般社団法人東京都農業会議を通じて，株式会社

の人格として農業経営基盤強化促進法に基づく農地の利用権設定を受けている。 
また，2019 年（令和元年）4 月には，就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する

営利法人として，八王子市から認定農業者に認定されている。 
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写真４－７ 株式会社グッドホームの取組の様子 

注（1）写真は，筆者が撮影。 
 （2）撮影日は，2020 年 8 月 7 日。一般社団法人東京都農業会議が主催した現場視察研修に同行。 

 

（エ）東京都内における農福連携を行う法人による農地の権利取得状況 

 なお，近年，東京都内では，農福連携を行おうとする法人が農地の権利を取得するケー

スが増えている（第４－２表）。 
 一般社団法人東京都農業会議は，2012 年度（平成 24 年度）から 2020 年度（令和２年

度）にかけて，島部を除いた東京都内において，新たに他者の農地の権利を取得すること

で農業分野に参入した法人を 30 法人と把握しており，現在も他者の農地の権利を取得し

ているのは 28 法人と把握している。 
そのうち，筆者は，４割超に相当する少なくとも 13 法人が農福連携に取り組んでいる

ことを確認した。具体的には，一般法人は 8 法人，農地所有適格法人は５法人となってい

る。また，営利法人であっても，就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する法人は

一般法人にとどまっており，農地所有適格法人の要件を備えている法人は，全て，連携型

又はグループ内連携型における受入れ側となっているのが特徴的である。さらに，一般法

人のうち就労系障害福祉サービス事業所を設置・運営する法人は，NPO 法人多摩草むらの

会・株式会社グッドホーム・NPO 法人ここかまど・NPO 法人あるがの４法人となってい

るところ，全て，農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定を受けており，農地法３条

の特例を活用して所有権を取得していないことも特徴的である。これらのことは，一般社

団法人東京都農業会議が，本格的な農業生産活動を行うために所有権を取得して安定的な

インフラを確保したい場合には，別途，農業法人を併設するよう指導している事実が現れ

たものである。 
 なお，グループ内連携型（うち福祉側から参入）の取組としては，先述した NPO 法人

多摩草むらの会が株式会社グリーンガーラを併設したケースのほか，2020 年度（令和２年

度）に入って，有限会社あいむケアサービスが就労継続支援 B 型事業所を新設・運営する

とともに，農地所有適格法人の要件を満たす合同会社どんぐり王国を併設した上で，どん

ぐり王国の人格をもって，都市農地貸借円滑化法及び農地法に基づき，農地の権利を取得

したケースも確認されている。これまでも，就労系障害福祉サービス事業所の設置・運営

法人が，2018 年（平成 30 年）９月に施行された都市農地貸借円滑化法を活用して農地の

 
圃場 

 
作業の様子 

 
堆肥場 
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拡張等を行ったケースは，東京都以外で確認されていたが，施設外就労の枠組みで農業分

野に新規参入するために，別法人を併設する際に同法を活用するケースは，我が国初のも

のと考えられる。 
さらに，特例子会社として参入した株式会社キユーピーアイは，一般法人として，農業

経営基盤強化促進法に基づく利用権設定を受けている。このように，東京都内における農

福連携の新規参入方法は，極めて多様化しているのが現状である。 
 
第４－３表 東京都内において農業分野に新規参入した法人（2012 年度～2020 年度） 
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⑧⑦⑥⑤④③②①

農福連携の
取組の有無

＊主たるパターン
権利設定年月 法人名

農地が所在
する市町村

根拠法
（取得した権利等）

農地所有適格法人
　／　一般法人

認定農業者

就労系障害福祉
サービス事業所
を設置・運営する

法人か否か

月2年21021 有限会社　東常マック 日の出町
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）
農地所有適格法人

月3年31022 有限会社　小林養樹園 立川市
農地法

（３条に基づく使用貸借）
一般法人

3
○

直接雇用型
2013年4月

株式会社　キユーピーアイ
（特例子会社）

町田市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）
一般法人 ×

市田町すやがた　人法ＯＰＮ月5年31024
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）
一般法人

5
○

連携型（受入れ農側）
2013年6月 株式会社　彩の榊 青梅市

農業経営基盤強化促進法
（利用権設定）

農地所有適格法人 ×

6
○

連携型（依頼農側）
2013年9月 株式会社　いなげやドリームファーム 瑞穂町

農業経営基盤強化促進法
（利用権設定）

一般法人 ○ ×

7
 2014年10月
（更新せず）

 有限会社　須﨑種苗  瑞穂町
 農業経営基盤強化促進法

 （利用権設定）
 一般法人

月1年51028 株式会社　調布のやさい畑 八王子市
農地法

（３条に基づく使用貸借）
一般法人

9
○

グループ内連携型
【福】→【農】

2015年10月
（2020年10月再）

ＮＰＯ法人　多摩草むらの会 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）
一般法人 ○

10
 2015年12月
（更新せず）

 有限会社　藤雅園  瑞穂町
 農業経営基盤強化促進法

 （利用権設定）
 一般法人

11
2016年3月

（2018年3月再）
株式会社　ウ゛ィンヤード多摩 あきる野市

農業経営基盤強化促進法
（利用権設定）

一般法人 ○

2016年7月
（2019年8月再）

八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2018年3月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2016年7月 あきる野市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2017年7月 あきる野市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2020年4月 あきる野市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2016年11月 八王子市
農地法

（３条に基づく所有権取得）

八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

相模原市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2019年3月 八王子市
都市農地貸借円滑化法

（使用貸借）

月21年610251 株式会社　エディブル・ハナイ 日の出町
農地法

（３条に基づく使用貸借）
一般法人

2017年2月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2018年2月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2020年2月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2020年8月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

市子王八月8年7102
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

市子王八月3年0202
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

市子王八月4年0202
都市農地貸借円滑化法

（使用貸借）

市梅青月21年7102

市梅青月11年8102

市梅青月5年9102

市梅青月9年9102

市梅青月3年0202

12
○

連携型（受入れ農側）
株式会社　アーバンファーム八王子 農地所有適格法人

×2016年11月

×

13
○

連携型（受入れ農側）
生活クラブ生活協同組合 一般法人 ○ ×

14
○

グループ内連携型
【福】→【農】

株式会社　グリーン・ガーラ 農地所有適格法人 ○

16
○

福祉完結型
株式会社　グッドホーム 一般法人 ○ ○

17 株式会社　小城プロデュース 一般法人

18 カミ―ノ　株式会社
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）
一般法人 ○
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注（1）筆者が作成。一般社団法人東京都農業会議（2020）『東京都新規就読本 令和 2 年第 1 版』を参照。 

（2）表中列②～⑦は，おおむね一般社団法人東京都農業会議が収集した情報。表中列①及び⑧は，筆者が収集した

情報。 
 （3）太字灰色塗の行は，農福連携に関係する部分。 

（4）個人農業者が農地の権利を取得した場合，法人経営であっても市町村の農地バンクに登録することで農地の

権利を取得した場合，農地が島部に位置する場合を除いている。 
 

（５）グループ内連携型（うち福祉側から参入） 

 １）概要 

 グループ内連携型（うち福祉側から参入）の農福連携とは，就労系障害福祉サービス事

業所を設置・運営する法人が，農業法人を併設するパターンである。 
 併設する農業法人は，株式会社や合同会社といった会社法人である場合が多いが，農事

組合法人である場合もある。 
このパターンは，外形上は，農業者と就労系障害福祉サービス事業所の設置・運営法人

が，農作業の請負契約を締結した上で施設外就労等をするものであり，連携型と同様であ

る。しかし，福祉事業者が後から農業法人を併設することにより，農業者としてのメリッ

トも享受しようとする特徴がある。そのため，実質的に見れば，グループ内における一つ

の主体による取組と評価できる。例えば，両者の代表者が共通であったり，一方の代表に

夫・他方の代表に妻が就任したりするケース等が確認されており，同族内で完結する場合

もある。 
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2018年4月 あきる野市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2019年1月 あきる野市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

市子王八月5年8102
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

市子王八月8年9102
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

月6年810212 株式会社　コバヤシファーム 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）
一般法人

2018年7月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2019年4月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2020年1月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2018年8月
（2020年２月再）

青梅市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

町穂瑞月5年9102
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2018年8月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2018年12月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2019年10月 昭島市 都市農地貸借円滑化法

25 2018年9月 株式会社　いいなファーム１１７ 瑞穂町
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）
一般法人 ○

2018年11月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2020年9月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2020年11月 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

27 2019年5月 株式会社　ブックセンターいとう 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）
一般法人

2019年5月 あきる野市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）

2020年1月 あきる野市
農地法

（３条に基づく所有権取得）

2020年5月 八王子市
都市農地貸借円滑化法

（使用貸借）

一般法人
＊後から農地所有適格法人
の要件を備えていることが

判明

2020年12月 八王子市
農地法

（３条に基づく所有権取得）
農地所有適格法人

30 2020年11月 株式会社　天の恵 八王子市
農業経営基盤強化促進法

（利用権設定）
一般法人

20

19
＊代表者ご自身が

視覚障害者
であることを公表

Ｍ・Ｆａｒｍ　株式会社 一般法人

ＮＰＯ法人　小津倶楽部 一般法人

○22
○

福祉完結型
ＮＰＯ法人　ここかまど 一般法人

23 青梅サンライズファーム　株式会社 農地所有適格法人 ○

○

24
○

連携型（受入れ農側）
株式会社　アンドファームユギ 農地所有適格法人 ○

26
○

福祉完結型
ＮＰＯ法人　あるが 一般法人

29
○

グループ内連携型
【福】→【農】

合同会社　どんぐり王国 ×

28 有限会社　健康自然工房 農地所有適格法人
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第４－12 図 グループ内連携型（うち福祉側から参入）の模式図 

注（1）筆者が作成。 
 （2）当事者間に生じる債権債務は，主要なもののみを記載。 

 

  ２）特徴 

 （ア）農地の権利取得・認定農業者 

 「福祉完結型」と逆に，一般に，農業法人格を持っていれば，農地の権利を取得しやす

くなる。また，認定農業者になったり，各種農業関係の補助を受けやすくなったりする。 

 

 （イ）農業法人の併設 

 グループ内連携型（うち福祉側から参入）では，農業法人を設立する労力と費用がかか

る。例えば，農林水産省は，会社法人を設立する場合，通常の会社設立と同様に，基本的

事項の決定，発起人会の開催，定款の作成，定款の認証，出資の履行，役員等の選任を経

て設立登記し，諸官庁へ届出る流れを示している。しかし，法人を設立する際には，最低

15 万円の登録免許税がかかることに加え，利益が出なくても法人住民税の納税義務が発生

する。一方で，農事組合法人の場合，耕種農業に係る農業所得について，事業税が非課税

になる場合があるが，やはり設立手続きは必要となる。 

 

 （ウ）農業知識と技術 

福祉完結型と同様に，法人は，農業指導者を確保する必要がある。 
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農業法人
農作業の実施

国民健康保険団体連合会

訓練等給付費の支給

【運営経費へ充当】
・職員給与
・光熱費など

法人（社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人、社団法人・財団法

人（営利型・非営利型）、会社法人（株式会社・合同会社等））等

設置・運営

ハローワーク等（国）

特定求職者雇用開発助成金の
申請・支給

（就労継続支援A型事業所のみ）

訓練等給付費
の請求

賃金/工賃支払い 給与支払い
利用
契約

雇用
契約

障害者 職業指導員

就労系障害福祉サービス事業所

ユニット

併設

ほ場



 

- 155 - 
 

（エ）経営判断 

福祉完結型と同様に，法人は，様々なレベルの取組を実施できる。ただし，グループ内

連携型（うち農業側から参入）での記載の繰り返しになるが，障害者全員の賃金／工賃を

支払うに足りる生産活動収益を通年で安定的に稼ぎ出す必要がある点には，注意が必要で

ある。 

また，法人は，外部の農業者と調整する必要がないので，福祉側ペースで作業を実施で

きる。 

 

（オ）二重会計 

 グループ内連携型（うち福祉側から参入）では，グループ内連携型（うち農業側から参

入）と同様に，会計を二重にする必要がある。確かに，就労系障害福祉サービス事業内に

おいても，就労支援事業会計と福祉会計を明確に区分する必要があるものの，これは事業

所の運営に係る区分である。これに対し，農業法人を併設する場合には，農業生産活動を

障害者の就労活動メニューという位置付けから変化させ，農業生産活動から得られた利益

を農業法人に帰属させることで，農業者としての経済活動に見えるようにするものである。

具体的には，農作業に係る生産活動収益は，農業法人からの請負報酬という形になって就

労支援事業会計として残り，農業生産活動によって生じた農産物の売買に係る収益は農業

法人の会計になる。このことは，実質的に見れば，障害者が携わる一つの農業生産活動と

いう経済活動を分裂させ，グループが二重会計の負担を負うとも評価できよう。そこで，

近年は，「福祉完結型」の項で詳述したとおり，福祉側が会計を二重にせずとも，農業関係

の権利を取得できる解釈も展開され始めている。 

 

  ３）取組事例 

 グループ内連携型（福祉側から参入）の事例としては，社会福祉法人白鳩会（鹿児島県

南大隅町）が農事組合法人根占生産組合（同）を併設した取組，NPO 法人多摩草むらの会

（東京都多摩市）が株式会社グリーンガーラ（東京都八王子市）を併設した取組等がある。

このうち，社会福祉法人白鳩会が農事組合法人を併設した理由について，濱田（2008）は，

「制度上，社会福祉法人は農地の所有が認められていなかった」「農事組合法人の形をとっ

た方が，経営の自由度が高まり，低利融資等さまざまな助成措置が利用できるようになる

など，農地取得等により一層の規模拡大をはかるうえでも有利であった」旨を指摘してい

る。しかし，併設当時である 1978 年（昭和 53 年）の農村部における農地の権利取得に係

る取扱いは不明瞭であることから，本稿では，NPO 法人多摩草むらの会の取組についての

み紹介したい。 
 

（ア）概要 

 NPO 法人多摩草むらの会は，多摩地域の精神障害者の家族が作った任意団体が，2004
年（平成 16 年）に法人格を取得したものである。 
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その後，多摩草むらの会は，複数の就労系障害福祉サービス事業所を順次設置してきて

いる。農業関係の作業を就労活動メニューとする事業所としては，①2007 年度（平成 19
年度）に設置した旧・通所作業所であり，2012 年（平成 24 年）からは就労継続支援 B 型

事業所として再編・独立した「夢畑」，②夢畑の利用者が作った野菜を調理・提供する就労

継続支援 A 型事業所として 2013（平成 25 年）に設立された「畑 de キッチン」の２事業

所がある。「夢畑」は，精神障害者を中心とする約 60 名が利用しており，八王子市及び相

模原市の圃場９か所（合計約 1.5ha）において，シイタケ及び約 60 品目の野菜を栽培して

いる。また，地域の農業者の所に施設外就労や援農等をすることもある。 
2018 年（平成 30 年）には，NPO 法人とは別の法人格である社会福祉法人草むらが登

記され，翌 2019 年度（令和元年度）から新施設「グリーンビレッジ」において相談事業

等を行っている。現在，NPO 法人と社会福祉法人を合わせると，13 の事業所を設置・運

営している。 

 

（イ）農地の権利取得・認定農業者 

 多摩草むらの会における農業事業は，2000 年（平成 12 年）に，個人の「風間農園」と

してシイタケ栽培を開始したことに端を発する。夢畑が独立の障害福祉サービス事業所と

して再編されるまでの間は，旧・通所作業所から風間農園に通う形で，シイタケ栽培が行

われていた。 
しかし，グリーンガーラの廣本主任研究員（2020）によると，菌床シイタケ栽培では廃

菌床が発生し続けることから，それを堆肥にする土地が必要になり，近隣の農地（八王子

市内：約 0.2ha）を貸借することとなったという。その後，当該農地を有効活用すべく，

野菜の露地生産も開始したところ，後から開設した障害福祉サービス事業所が原材料とし

て使うための農産物の需要が増え，生産量は右肩上がりとなったことから，当該農地を安

定的な生産拠点とする必要があった。そこで，個人間の約束による利用状態から，法人と

いう社会的に認知される人格として貸借することにより，地主都合による土地明け渡しの

リスクを回避することとした。そのため，2015 年（平成 27 年）10 月，一般社団法人東京

都農業会議を通じて，NPO 法人の法人格として，農業経営基盤強化促進法に基づく利用権

設定を受けるに至った。 
ところが，2016 年（平成 28 年），今度は，シイタケ栽培本体を行っていた農地（八王子

市内：0.065ha）の地主に，不測の事情が発生した。事業を継続するために当該農地を購入

しようとしたが，農地法上の農地所有適格法人となり得る法人は株式会社等に限定されて

いることから，NPO 法人多摩草むらの会は農地を購入できなかった。そこで，NPO 法人

の代表者の夫が代表取締役となり，2016 年（平成 28 年）11 月，農地所有適格法人の要件

を満たす農業法人である株式会社グリーンガーラを併設した上で，農地法３条に基づき，

株式会社の法人格をもって，当該農地の所有権を取得した。もっとも，NPO 法人の人格の

まま，農地法３条の特例に基づき所有権を取得できなかったのか，検討が必要ではあろう。 
その後，株式会社グリーンガーラは，2016 年（平成 28 年）11 月，農業経営基盤強化促
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進法に基づき，露地野菜用の農地５か所（八王子市内：合計 0.34ha，相模原市内：0.12ha）
の利用権設定を受けるとともに，2019 年（令和元年）３月には，都市農地貸借円滑化法に

基づき，露地野菜の農地１か所（八王子市内：0.8ha）を使用貸借するなど，経営耕地面積

を拡大してきている。 
 

（ウ）農業知識と技術 

現在，夢畑の就労活動に携わる支援員は 18 名おり，そのうち，株式会社グリーンガー

ラを担当する農業部門の職員は，正職員４名・準職員２名がいる。また，前述の廣本は，

農業系大学出身で青果市場等での勤務経験もあり，圃場責任者兼主任研究員として農業技

術指導に当たっている。 
さらに，地域の有力農業者や一般社団法人東京都農業会議は，株式会社グリーンガーラ

が併設される以前から，新規就農希望者を NPO 法人多摩草むらの会に紹介して採用して

もらい，福祉の場を実質的な農業研修の場にしてきた側面もある。例えば，2012 年（平成

24 年）から，NPO 法人多摩草むらの会の支援員として農業経験を積んだ後，農業法人の

設立を経て，非農家出身ながらも東京都内のイチジク農家として独立就農したケース等を

確認している。 
 

 （エ）経営判断 

廣本主任研究員によると，赴任当時の夢畑は，創設時の理念に即した精神障害者の居場

所としての役割にとどまっていたと言う。社会復帰の手段として農業をしたい利用者から

は，「ここにいても自分は何も学ぶことができない」という声が上がり，退所した利用者も

いた。そのため，先述のように，農業事業を拡大していった。現在では，都内の農業者向

け流通経路を活用したり，病院・保育園・福祉施設等に通年出荷したりすることで，年間

約 4,000 万円の売上を確保している。2018 年（平成 28 年），八王子市から認定農業者と

して認定されるとともに，2020 年（令和２年）には東京都 GAP 認証を取得している。一

方で，農業・福祉双方の支援員を配置し，出来事に対して細やかに対応することで，障害

者の居場所づくりと農業事業のバランスの確保に努めており，創業時から勤務しているベ

テラン職員から聞かれていた「昔は楽しかった，今は息が詰まる」という声も聞かれなく

なっていったとのことである。現在，夢畑の利用者だった者がグリーンガーラの社員とし

て採用されたケースはないものの，今後，採用する可能性もあると言う。 
ただし，ここ数年で，耕作面積が拡大するにつれ，支援員が利用者支援と耕作を両立す

るのが難しくなっていると言う。さらに，競合する地域の農業者から，訓練等給付費を運

営経費に充当できる故に，野菜の価格を安く出せるのでは，自分達に勝ち目がないとの見

解を示されることがある。就労事業会計と福祉会計の区別する仕組みが，一般に理解され

づらいことが示唆されよう。 
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夢畑 入口 夢畑 露地 夢畑 シイタケハウス 

夢畑 菌床ブロック 夢畑 作業前集会 夢畑 道具置き場 

グリーンガーラ 入口 グリーンガーラ 露地 グリーンガーラ 露地 

グリーンガーラ 農機具庫 グリーンガーラ 直売 

写真４－８ NPO 法人多摩草むらの会及び株式会社グリーンガーラの取組の様子 

注（1）写真は，筆者が撮影したもの。 
（2）撮影日は，2020 年 8 月 7 日。一般社団法人東京都農業会議が主催した現場視察研修に同行。

（６）特例子会社の取組と５分類方法との関係

 特例子会社制度とは，「障害者の雇用の促進及び安定を図るため，事業主が障害者の雇用

に特別の配慮をした子会社を設立し，一定の要件を満たす場合には，特例としてその子会

社に雇用されている労働者を親会社に雇用されているものとみなして，実雇用率を算定で

きる」制度とされている。2019 年（令和元年）６月１日時点で，特例子会社は全国に 517
社あり，2019年（令和元年）８月時点で少なくとも 45 社が農業分野に参入しているとい

う（第１章：吉田執筆部分を参照）。

特例子会社は，農業分野を本業としない企業や JA(7)が，障害者雇用のために別法人を新

設するものであるから，農業側・福祉側のいずれから参入したとも評価できず，特別なパ
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ターンとして取り上げられる場合もある。一方で，本稿のような契約外形に着目した分類

方法では，契約外形と主体の性質を混同することで，特例子会社でも同様の法的問題が生

じることを見えなくしないよう，特例子会社は，①直接雇用型における「農業者」，②連携

型における「農業者」，②連携型における「設置・運営法人＋就労系障害福祉サービス事業

所」の役割に当てはまる主体として扱うことになる（第４－１３図）。 
例えば，吉田（2019）が紹介する事例を分類すると，主として自社農園で農業生産活動

を行っている株式会社キユーピーアイ（東京都町田市）は，①直接雇用型における「農業

者」に当てはまる。また，外部の就労系障害福祉サービス事業所から通ってきてもらうハ

ートランド株式会社（大阪府泉南市）は，②連携型における「農業側」に当てはまる。さ

らに，主として外部の農業者の所に通う CTC ひなり株式会社の浜松オフィス（静岡県浜

松市）は，②連携型の「設置・運営法人＋就労系障害福祉サービス事業所」にそれぞれ当

てはまる。 
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第４－13 図 特例子会社を契約外形に着目した分類方法に当てはめた場合 

注（1）筆者が作成。 
 （2）当事者間に生じる債権債務は，主要なもののみを記載。 

①直接雇用型における農業者の代替 

②連携型における農業側の代替 

③連携型における福祉側の

代替（ひなりモデル） 
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４．終わりに 
 
 本稿では，これまで公表されてきた農福連携の分類方法を紹介した上で，取組の契約外

形に着目して適用される法規に即して５分類する方法を提案した。また，それぞれのパタ

ーンにおける特徴を紹介し，それが実際の取組においてどのように現れているかを紹介し

た。これから農福連携を始めようとする方にとって，実務的に有意義な情報を提供するこ

とができれば幸いである。 
今後は，特に，グループ内連携型や福祉完結型の農福連携が，福祉と農業の関係法規と

の関係で，どのように整理されていくか，注目したい。 
 
注（1）なお，濱田は，「福祉組織等が，いわゆる障害者自立支援法等にかかる障害者制度の中に位置付けられた就労 

事業，いわゆる「福祉的就労」として障がい者と直接雇用契約を結び，又は就労訓練として障がい者へ賃金を支

払う」取組の存在を示している。しかし，厳密には，これは，障害者雇用を指す趣旨でなく，（現）障害者総合

支援法に基づき，障害者が，就労系障害福祉サービス事業所を利用しながら，就労活動メニューとして農作業に

従事する取組を指す趣旨と考えられる。 

（2）濱田は，障害者を雇用等する主体として，法人と旧・作業所を並列に扱っている。しかし，（現）障害者総合

支援法においては，社会福祉法人・NPO 法人・営利法人等が障害福祉サービス事業所（旧・作業所）を設置・

運営し，障害者はそこに利用者として所属するのだから，前者は法人格を有する権利義務の獲得主体となる法人，

後者は就労活動を行う場所という関係にあることに注意が必要である。 

（3）なお，「農福連携スタートアップマニュアル第２分冊」（農林水産省・厚生労働省，令和 2 年 3 月）では，請負

報酬の設定手法について，①「作業工程ごとに，作業の完成に応じた支払単価を設定する」方法，②「作業工程

ごとに，作業時間に応じた支払単価を設定する」方法，③「障害者ごとに時間単価を設定する」方法，④「複数

の障害者に対して１人分の最低賃金相当額の時間単価を設定する」方法を示したところである。 

（4）なお，第２種社会福祉事業を行おうとする法人は，都道府県や政令市等に対し，届出を行う必要がある（社会

福祉法第 69 条第 1 項，第 67 条第１項各号）。また，新たに社会福祉法人を設立して社会福祉事業を行おうと

する法人は，都道府県や政令市等の認可を得る必要がある（同法第 31 条１項）。これは，農地法上の許可とは

別に必要となる。 

（5）ただし，農用地区域は，原則，用途変更の手続きが必要となり，市街化調整区域等では開発許可等が必要なケ

ースがある。 

（6）北海道農政事務所による聞き取り調査結果も参照した。 

（7）2020 年（令和 2 年）7 月１日，JA ぎふは，特例子会社である「株式会社 JA はっぴぃまるけ」を設立した。 
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